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第１章 事業実施概要 
 

 

１ 事業実施の背景と目的 
 

 令和 5年 12月 22 日に閣議決定された「こども未来戦略」の「加速化プラン「～今後３年

間の集中的な取組」では、「全国どの地域でも、質の高い障害児支援の提供が図られるよう、

研修体系の構築など支援人材の育成を進める」と掲げられた。 

 それを踏まえ、こども家庭庁では、全国共通の枠組みとして、障害児支援における研修体

系の構築を目指し、令和６年「障害児支援における人材育成に関する検討会」「（以下、「人材

育成検討会」という。）において、全国共通の研修の実施を進めていくための標準カリキュ

ラムや実施主体、研修の実施における運用の方向性等が検討された。 

 人材育成検討会の方向性を踏まえながら、令和 9 年度以降の研修の本格実施に向けて、

必要な検討・準備が進められていくものとされており、本年度の子ども・子育て支援等推進

調査研究事業「障害児支援における研修の効果的な実施等に係る調査研究」において、障害

児支援事業所及び都道府県・指定都市が主体的に研修を実施するためのポイントや留意点

等を明らかにすることを目的として、本調査研究事業が実施された。また、本調査研究事業

と並行して、人材育成検討会で整理された標準カリキュラムに基づく研修テキスト・動画教

材の作成を目的とした、子ども・子育て支援等推進調査研究事業「「障害児支援における国の

標準カリキュラムに基づく研修の効果的な実施等に係る調査研究」も本年度実施されてい

る。 

 現状、障害児支援に従事する者に対する人材育成は、各事業所等の取組に委ねられている

側面が大きく、標準カリキュラムを基にした研修テキスト・動画教材が作成されたとしても、

研修の実施の有無や研修内容の理解度が事業所により異なる可能性が懸念される。また、都

道府県等が主催する研修との連動性の確保も重要と考えられる。 

 そこで、本調査研究では、障害児支援事業所及び都道府県・指定都市が主体的に研修を実

施するためのポイントや留意点等を明らかにし、「障害児支援における国の標準カリキュラ

ムに基づく研修の効果的な実施等に係る調査研究」において作成される障害児支援事業所

向け及び都道府県「・指定都市向けの研修テキスト「・動画教材を活用し、各事業所や地方自治

体が効果的かつ円滑に研修を実施するための「「手引き（案）」及び「ガイドブック「（案）」の

作成を行った。 

 

  

第１章 事業実施概要 
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２ 事業実施概要 
 

（１）検討委員会の設置 

 

 本調査研究事業を推進するため、事業全体の設計、アンケート調査「・ヒアリング調査の設

計、調査結果の分析・考察、「手引き（案）」及び「ガイドブック（案）」の作成、事業報告

書等のとりまとめにあたって、有識者や実務者等により構成される検討委員会を設置し、検

討を行った。 

 

■検討委員会 委員                （敬称略・五十音順、◎：委員長） 

氏名 所属 

  松本 知子 
社会福祉法人ひかりの園 

児童発達支援センター浜松市根洗学園 園長 

  宮下 聡 佐賀県 療育支援センター 所長 

  吉田 展章 特定非営利活動法人日本相談支援専門員協会 事務局長 

◎ 吉村 隆之 九州大学大学院人間環境学研究院 教授 

  渡邊 美南子 
社会福祉法人ひかりの家 

児童発達支援センターひかりの家学園 園長 

 

 

■検討委員会の開催日程及び議題 

  検討委員会の開催日及び議題は以下のとおりである。 

 

開催日 議 題 

第 1 回検討委員会 

令和 7 年 11 月 5 日 

（１）本事業の概要（事業設計、スケジュール等の確認） 

（２）「手引き（素案）」について 

（３）アンケート調査の企画設計について 

（４）今後のスケジュールについて 

第 2 回検討委員会 

令和 8 年 1 月 26 日 

（１）アンケート調査結果の共有・意見交換 

（２）「手引き（案）」及び「ガイドブック（案）」について 

（３）今後の進め方、スケジュールについて 
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第 3 回検討委員会 

令和 8 年 2 月 24 日 

（１）ヒアリング調査依頼先について 

（２）「手引き（案）」について 

（３）「ガイドブック（案）」について 

（４）今後の進め方、スケジュールについて 

第 4 回検討委員会 

令和 8 年 3 月 18 日 

（１）ヒアリング調査の進捗報告 

（２）「手引き（案）」及び「ガイドブック（案）」について 

（３）事業報告書（案）について（今後の検討課題について 

   の意見交換等） 

 

 なお、本調査研究事業と並行して、本年度の子ども・子育て支援等推進調査研究事業「障

害児支援における国の標準カリキュラムに基づく研修の効果的な実施等に係る調査研究」に

おいて、研修テキスト・動画教材の検討・作成が進められている。そこで、研修テキスト・

動画教材と、研修の進め方を示す手引きの整合性・連動性を確保する観点から、両事業の検

討委員会において、互いの進捗状況について報告・共有を行った。 

 さらに、双方の調査研究事業の代表委員からなる合同検討チームを結成し、下記のとおり

意見交換を行った。 

 

■合同検討チームの概要 

 開「催「 日：令和 8年 3月 10 日 

 参「加「 者：有村大士委員長、北川聡子委員（以上、「障害児支援における国の標準カリ

キュラムに基づく研修の効果的な実施等に係る調査研究」検討委員会） 

      吉村隆之委員長、松本知子委員（以上、本調査研究事業検討委員会） 

 主な議題：教材及び手引きの作成状況の共有 

      障害児支援基礎・実践研修の進め方について 

 

■事業全体の流れ（フロー） 

 

 

 

 

 

 

  

事業の全体設計 

検
討
委
員
会
に
よ
る
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討 

障害児支援の研修の実施状況に関するアンケート調査 
（障害児支援事業所向け/都道府県・指定都市向け） 

障害児支援事業所の研修実態に関するヒアリング調査 
（研修の実態把握と特徴的な取組の詳細把握） 

成果物（手引き案/ガイドブック案）のとりまとめ、検討 
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（２）調査の実施 

 

 

 ① 障害児支援事業所向けアンケート調査 

 調査目的：障害児支援事業所における研修への取組や研修の進め方の工夫点や課題等を

把握し、研修に関する取組の好事例を抽出することを目的に実施した。 

 調査対象：全国の障害児支援（障害児通所、障害児入所、障害児相談）を提供する事業所 

 調査方法：こども家庭庁より都道府県「・指定都市を介して各事業所に回答を依頼した（依

頼状及び調査票を配布、悉皆調査）。回答はWEBフォームにより回収した。 

 調査期間：2025（令和 7）年 12月 25 日～2026（令和 8）年 1月 26 日 

 発送回収：回収 4,277 事業所（発送は以下の 49,557 事業所） 

       児童発達支援（医療型児童発達支援含む）：14,739 事業所 

       放課後等デイサービス：24,231 事業所 

       居宅訪問型児童発達支援：134 事業所 

       保育所等訪問支援：2,858 事業所 

       福祉型障害児入所施設：185 事業所 

       医療型障害児入所施設：199 事業所 

       障害児相談支援：7,211 事業所 

         ※国民健康保険団体連合会（国保連）データ（R7.11 時点） 

 

 

 ② 都道府県・指定都市向けアンケート調査 

 調査目的：都道府県「・指定都市における研修への取組や研修の進め方の工夫点や課題等の

実態を把握することを目的に実施した。 

 調査対象：全国の各都道府県・指定都市 

 調査方法：こども家庭庁より都道府県・指定都市に回答を依頼した（依頼状及び回答用フ

ァイルを配布）。回答は Excel ファイルにより回収した。 

 調査期間：2025（令和 7）年 12月 27 日～2026（令和 8）年 2月 3日 

 発送回収：発送 67団体、回収 32 団体（回収率 47.8％） 
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 ③ 障害児支援関連の研修の取組実態に関するヒアリング調査 

 調査目的：障害児支援に関する研修について、効果的な取組や取組の工夫点等、詳細を把

握することを目的に実施した。 

 調査対象：障害児支援事業所向けアンケート調査結果等をもとに、特徴的・効果的な取組

を行っていると考えられる事業所を選定した。 

 調査方法：オンラインにより実施 

 協力団体：4団体 

 

 

 

 

 

（３）成果物の作成 

 

 本調査研究の成果物として、障害児支援事業所及び都道府県・指定都市が主体的に研修を

実施するための「手引き（案）」及び「ガイドブック（案）」を作成した。 

 なお、作成した「「手引き（案）」及び「「ガイドブック（案）」は、調査結果等も踏まえなが

ら、有識者や実務者等による検討を重ね、十分な妥当性・実用性を持つものとして作成した

が、実務上、今後追加されるべき情報がある可能性や、事業所・自治体等への周知が、こど

も家庭庁等からの通知・事務連絡等の形で行われることを想定し、本調査研究の最終的な成

果物への名称にも「案」を残すこととした。 

 

  

法人名・事業所名 事業所種別 所在地 実施日 

社会福祉法人「麦の子会（PRD室） －（法人） 北海道札幌市 R7.11.19 

特定非営利法人メロディー 

児童デイサービスまんま 
通所 香川県宇多津町 R8.3.11 

社会福祉法人愛徳福祉会 

医療型障がい児入所施設わかば 
入所 大阪府大阪市 R8.3.13 

特定非営利法人 EPOぶりんぐあっぷ 

Bring「up「 ちば子ども発達センター 
通所 千葉県千葉市 R8.3.18 
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第２章 手引き（案）及びガイドブック（案）作成にあたってのポイント 

 

 

１．全般に関する主な論点と記述の方向性 
 

（１）読者の想定 

 

 手引き「（案）の読者については、児童福祉法に基づく障害児支援「（障害児通所、障害児入

所、障害児相談）を提供する事業所の職員、都道府県・指定都市の研修担当者等を想定して

いる。なお、「「障害児支援基礎・実践研修」は事業者、「「障害児支援リーダー研修」、「「障害児

支援コア人材研修」は都道府県「・指定都市で、研修の実施主体が異なるため、共通編とそれ

ぞれの実施主体向けにパートを分けた構成とする。 

 ガイドブック「（案）は、主に「障害児支援基礎・実践研修」を障害児支援の現場で円滑に

進めるための留意点やポイント、研修の進め方を整理した内容とし、主に事業所の職員を読

者の想定とする。 

 

（２）ストーリー性 

 

 本研修が、障害児支援の現場において、「やらされる研修」ではなく、特に事業者が主体

的に実施する研修としていくことが重要である。「本研修をなぜ実施するのか」、「受講する

ことで何を得られるのか」などといった観点で、事業者や職員が自ら研修を進んで実施する

気持ちが持てるよう、モチベーションを高めるような内容としていくことが必要であり、そ

のため以下のようなキーセンテンスが挙げられた。 

 支援者自身の専門性や支援の質の向上が、こどもの成長を支え、こどもと家族が地域

で安心して支援を受ける環境づくりにつながること 

 本研修を通じて、事業所内のコミュニケーションがより深まり、互いに相談しやす

く、支え合える、より良い環境づくり、事業所づくりにつながること 

 地域における他事業所との学び合いを通じて、地域の支援者仲間とともに「こどもを

まんなかに」置いた支援ができる地域づくりにつながること 

 

（３）複数の取組方法の提示 

 

 本調査研究事業の一環として実施した障害児支援事業所向けの調査結果からも、職員数

や事業所数などの事業所規模による研修実態の違いが明らかになった。そこで、取組全てを

全国一律に実施することを前提とするのではなく、様々な実態を踏まえて、事業所の規模や

第２章 手引き（案）及びガイドブック（案）作成にあたってのポイント 
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人員体制、日常業務の状況等に応じて、取り組みやすい内容から段階的に実施できるよう、

取組の選択肢を複数掲載する。 

 

（４）研修テキスト・動画教材と手引きの連動性について 

 

 「「障害児支援における国の標準カリキュラムに基づく研修の効果的な実施等に係る調査研

究」では、標準カリキュラムに基づき研修テキスト・動画教材の検討・作成が進められてき

たが、教材を活用しながら現場で円滑に研修を進めるにあたっては、本調査研究事業で作成

する手引きと教材の連動性の確保は重要であり、両調査研究事業の間で整合性・連動性を確

保する必要がある。 

 本研修においては、講義動画の視聴前後に、学びを深めるための取組を行うことで、講義

で得られた知識等の学びをより深め、日々の実践に活かせるような流れとしており、その一

連の流れに沿って、効果的に研修を進めるため、手引き・マニュアルにも留意点やポイント、

具体的な進め方を示す。 

 

 

２．手引きにおいて記載すべき事項 
 

 すでに「「人材育成検討会」報告書において、標準カリキュラムのほか、障害児支援におけ

る研修体系の創設の意義や研修の在り方（支援者の基本姿勢や研修の実施主体、研修受講に

より期待される人材像等）など、手引き（案）の骨格やベースとなる記述内容は整理されて

いる。 

 一方で、「人材育成検討会」報告書において、以下のとおり、手引きの中で「具体的に示

すこと」が求められている観点も残されていた。 

 

 ≪事業所向け手引きに記載すべき事項≫ 

⚫ 基本的な学びのサイクル 

支援者自身の経験を振り返り、学びに変えるための基本的なサイクルについて、ま

た座学で知識を学ぶだけでなくOJT等を組み合わせ、事業所の日々の実践の繰り返

しの中で、具体的な支援方法等を身につけていくことなどを記載する 

⚫ 研修の成果を日々の実践につなげるための取組 

受講者自身の振り返り、上司や先輩職員との対話、OJT 等、受講者側の視点とフィ

ードバックをする管理職等の視点でポイントを記載、また事業所内の他の職員との

学び合い、事例検討の効果的な実施方法・工夫点等のポイントを記載する 
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⚫ 研修における地域交流の取組 

地域の事業所同士の合同研修、他の事業所への見学（事業所選定の際のポイントや

事業所見学後に取り組むべきことなど）、地域との学び合いの方法（実施主体者やキ

ーパーソンの存在、連絡手段等）等のポイントを記載、また児童発達支援センターへ

の期待、市町村への期待（官民協働による研修会の実施、管内の事業所の研修の受講

状況の把握等）などを記載する 

⚫ 受講者（支援者）に対するフォロー 

人材育成（学び）と支援者へのサポートを両輪で進める必要があり、多様な人材が従

事することを念頭に、すべての支援者に対するケア（セルフケアやラインケア等）や

フォローの体制を整えることなどを記載する 

 

 ≪都道府県・指定都市向け手引きに記載すべき事項≫ 

⚫ 研修実施における基本的事項・留意点 

演習（ロールプレイ）の方法、当事者の声を直接聞く機会の創出などについて記載す

る 

⚫ 研修の具体的な実施方法 

研修の検討委員会の設置・運営（会の構成メンバー、開催頻度等）、複数の都道府県

等の協働による合同開催、研修事業者との関係性、講師の確保と講師の育成方法、研

修の終了評価、研修の企画・運営等に関わる人材の育成方法等について記載する 

⚫ 市町村に期待される役割 

地域の障害児支援体制整備の状況等も踏まえながら、本研修の実施に積極的に関与

することへの期待と役割について記載する 

 

 これらの観点については、事業所や自治体を対象に行ったアンケート調査の結果も踏ま

えつつ、検討委員会において実態に即して意見交換・議論を行い、その内容を整理し、手引

き「（案）及びガイドブック「（案）の中で記載した。一部、検討委員会で詰め切れなかった事

項は、次章において「今後の検討課題」として整理した。 
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第３章 研修実施に向けた今後の検討課題 
 

 

 本調査研究事業においては、人材育成検討会で整理された、障害児支援における研修を実

施するためのポイントや留意点等をベースとして、障害児支援の現場において、研修テキス

ト「・動画教材を活用し、研修の実施主体となる事業所や自治体が効果的かつ円滑に研修を実

施するための「手引き（案）」及び「ガイドブック（案）」の作成を行った。 

 なお、本調査研究で作成した手引き（案）及びガイドブック（案）は、実務上、今後追加

されるべき情報があることや検討を深めるべき箇所が残っていること。また、事業所・自治

体等への周知が、こども家庭庁等からの通知・事務連絡等の形で行われることを想定し、本

調査研究の最終的な成果物への名称にも「案」を残すこととした。 

本研修の本格実施に向けて、さらに検討を深めるべき課題や、研修の実装に向けた検討課

題を以下のとおり整理する。 

 

● 研修の着実な実施に向けた取組方法の検証 

 本研修は、全国共通の標準カリキュラムに基づく研修プログラムである。全国共通の

研修テキスト・動画教材を活用し、こども施策や障害児支援の理念等の基本的な考

え方や、共通で学ぶべき知識等を学ぶことにより、障害児支援が本来目指すべき、

「こどもまんなか」の支援を支える土台となっていくことが期待される。 

 一方、特に「障害児支援基礎・実践研修」は、講義動画の視聴前後に、支援者自身

が日々の支援を振り返り見つめ直す、気づきや学びについて上司や先輩職員等との対

話を通じて理解を深める等の取組を行うことで、学びを深め、日々の実践に活かせ

るような流れとしていることから、本格実施後においても、事業所での研修の実施

状況や課題等について丁寧に把握し、効果検証を行っていくことが必要である。特

に、本検討委員会や合同検討チームにおいて、スーパービジョンを行う上司や先輩

職員側の資質や取組により、各事業所の質に格差が生じることの懸念も示さている

ことから、その観点での課題等も把握した上で、手引き（案）の巻末に付した「振

り返りシート」の記載事項などが十分か否か、検証していく必要がある。 

 

● 都道府県等の主体的な実施に資する方策の検討 

 都道府県・指定都市が実施主体となる「障害児支援リーダー研修」、「障害児支援コア

人材研修」の円滑な実施に向けては、将来の地域社会のビジョンを自ら描き、その中

で地域の支援の質の向上を図っていくため、都道府県等が主体的に研修を実施してい

く必要性について、検討委員会でも意見が挙げられた。 

 そのためには、手引きの中だけでなく、制度上もその役割と責任の所在を明確に示す

必要がある。そうすることにより、自治体は、その根拠をもって主体的に取り組むこ

第３章 研修実施に向けた今後の検討課題 
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とが想定される。したがって、本研修における都道府県・指定都市の役割については、

より検討を深めるとともに、責任の所在と役割を示していくことも検討が必要である。 

 例えば、検討委員会では、手引きの作成のみではなく、都道府県や市町村の作成する

障害児福祉計画の中に、本研修の実施を明記していくことも重要であるとされたとこ

ろである。国が基本指針において具体的な方向性を示すことにより、根拠をもって各

自治体が主体的に研修に取り組んでいくことにもつながっていくものであり、これら

を踏まえた対応について検討が必要である。 

 

● 手引き（案）及びガイドブック（案）の継続的なブラッシュアップ 

 「障害児支援基礎・実践研修」については、支援者としての土台を築く重要な内容で

あることから、制度として求められるから研修を受講するのではなく、支援者自身が

自らの成長に関心を持ちながら研修を進めていくことも重要である。その上では、自

ら研修を組み立てながら学びを進められる経験をしていくことが、自らの成長に関心

を向け、支援者自身の成長につながるものと考えられる。本調査研究では、教材の内

容等を踏まえた研修の進め方や選択の仕方等までは整理することができなかったが、

自らが創意工夫して、より良い研修にしていくための仕掛けも検討し、手引きやガイ

ドブック等に反映していくことを検討していく視点も必要である。 

 研修を円滑に進めるにあたっては、事業所や支援者自身の置かれている状況等から、

手引きやガイドブックのどこを読めば良いのか、進め方について疑問が生じた際の対

応等について、わかりやすく示されていることも重要な観点である。そのため、現場

で生じる疑問や課題も把握しながら、手引きやガイドブックの記載内容のほか、別途

Q＆A や索引情報を付加するなど、必要な情報を付加してブラッシュアップしていく

ことも必要である。 

 

● 「地域での学び合い」を促すための方策の検討 

 「障害児支援基礎・実践研修」では、事業所の垣根を超えて、「「地域での学び合い」を

通じて、地域の中で関係構築や、地域で包括的な支援体制を整えていくことにつなげ

ていく等、研修をきっかけとした地域づくりの方向性も示されている。ただし、本事

業で行ったアンケート調査結果によると、地域の中で、他事業者との関わりや関係機

関との関わりがとても希薄な状態が浮き彫りになった。そのため、地域の学び合いを

進めていく上では、これを促進するための方策も示していく必要がある。 

 地域との学び合いを進める上では、中核的役割が期待されている児童発達支援センタ

ーが、地域の中で主導して合同研修等を実施していくことも重要である。一方、地域

の中核的機関として、児童地域全体の学び合いを推進していくには、児童発達支援セ

ンターの予算や人員等の体制が安定していなければならない。そのような実態も踏ま

え、本研修における児童発達支援センターの具体的な役割と方法を示す必要がある。 
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● 市町村の役割の整理 

 地域の学び合い等を進めていくためには、児童発達支援センターや事業所だけでなく、

市町村による研修への積極的な関与が重要だとされている。一方、市町村は研修の実

施主体として想定されているものではなく、現時点で市町村の関与や役割の方向性が

必ずしも明確ではないため、それらについてより検討を深めていくことが必要である。 

 

● 本格実施後の運用方法の整理 

 基礎・実践研修から段階的に実施する際、中長期的な視点も含めて運用方法を計画し

ておく必要がある。例えば、基礎・実践研修では、運用の開始当初の数年間は、管理

者等も含めた職員全員の受講を求めることが想定される。一方、本調査研究では、そ

れぞれの研修の階層で対象としている職員像を踏まえて整理を行ってきた。そのため、

研修の本格実施当初、すべての職員が研修を受講するフェーズでは、本調査研究で整

理した内容について、フェーズに合わせた周知の仕方等を検討する必要もあると考

えられる。本手引き（案）やガイドブック（案）でも、一部それを意識した記載等を

しているところではあるが、詳細については検討しきれていない状況にある。そのた

め、本手引き（案）をベースとしながら、本格実施に合わせて整理していくことも必

要であろう。 
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巻末資料 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 １．アンケート調査票（事業所向け／都道府県・指定都市向け） 

 ２．アンケート調査結果 

 ３．仮）障害児支援のための研修の手引き（案） 

 ４．仮）障害児支援基礎・実践研修 研修ガイドブック（案） 
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１．アンケート調査票（事業所向け／都道府県・指定都市向け） 

 

 

 

問 1. 法人概要・事業所概要（特に時点の指定がない場合は、令和 7 年 11 月末日時点でお

答えください） 

（1）貴事業所が属している法人についてお答えください。 

①法人類型（あてはまる数字をひとつ選択） 

1. 社会福祉法人   2. 医療法人   3. NPO 法人   4. 株式会社 

5. 一般社団法人   6. その他（    ） 

②法人で実施している障害児支援以外の事業（あてはまる数字をすべて選択） 

1. 障害児支援以外の事業はおこなっていない 

2. 障害者支援事業（生活介護、就労継続支援、就労移行支援、グループホーム等） 

3. 高齢者福祉・介護事業（訪問介護、通所介護、特養・老健等の施設運営、地域包括等） 

4. 保育・幼児教育事業（認可保育所、認定こども園等） 

5. 子ども・子育て支援事業（子育て短期支援、児童館、家庭支援センター等） 

6. 医療関連事業（病院・診療所、訪問看護、医療的ケア関連等） 

7. 相談支援事業（特定相談支援等） 

8. 就労支援・生活困窮者支援事業（自立相談支援、就労準備支援等） 

9. その他（     ） 

③法人名：（            ） 

④法人全体での運営事業所数：（     ）箇所 

⑤うち、障害児支援をおこなう事業所数：（     ）箇所 

⑥法人全体での職員数：（     ）人 

 ※大まかな人数で構いません、非正規の職員も含めてお答えください 

 

（2）貴事業所の概要についてお答えください。数字は大まかなもので結構です。 

①事業所名：（            ） 

②貴事業所の所在地 

1. 指定都市   2. 中核市   3. 一般市   4. 町村 

③貴事業所で実施している事業（多機能型の場合は実施事業をすべて選択してください） 

1. 児童発達支援   2. 医療型児童発達支援   3. 居宅訪問型児童発達支援 

4. 放課後等デイサービス   5. 福祉型障害児入所支援   6.医療型障害児入所支援 

7. 障害児相談支援   8. 保育所等訪問 

※7 または 8 のみを選択した場合、④～⑧はスキップ 

④貴事業所での定員 （    ）人 

※多機能型で一体的に実施している場合は合算した定員をご記入ください 

⑤貴事業所で受入れ可能な障害種別（あてはまる数字をすべて選択） 

1. 知的障害   2. 発達障害   3. 精神障害（発達障害を除く）   4. 視覚障害 

5. 聴覚障害   6. 言語障害   7. 肢体不自由   8. 重症心身障害 

9. 難病等その他の疾病・障害   10. その他 

障害児支援に関する研修の実施状況に関するアンケート調査 

事業所向け調査票（下書き用） 
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⑥貴事業所の実際の利用者の主たる障害種別の割合（合計が 100%になるように数字を入力） 

1. 知的障害（   ）%   2. 身体障害（   ）% 

3. 精神障害（発達障害を除く）（   ）%    4. 発達障害（   ）% 

5. 難病等その他の疾病・障害（   ）%  

※令和 7 年 11 月の実績をもとにお答えください 

⑦主として重症心身障害児型指定の有無 

1. 指定あり    2. 指定なし 

⑧貴事業所で対応可能な医療行為（あてはまる数字をすべて選択） 

1. 経管栄養（胃ろう・経鼻）   2. 吸引（口・鼻・気管カニューレ） 

3. 気管切開・人工呼吸器の管理   4. 在宅酸素の管理 

5. 導尿・ストーマなど排泄の医療的ケア   6. その他の医療的ケア（     ） 

7. 医療的ケアには対応していない 

⑨貴事業所における 1 日当たりの平均的な利用者数（相談者数） 

（     ）人 

※令和 7 年 11 月の実績をもとにお答えください 

 

（3）貴事業所の職員数について、それぞれお答えください。（令和 7 年 11 月末時点） 

 常勤職員 非常勤職員 

①事業所の職員数 人 人 

②保有資格別職員数（重複計上可） 

 ⅰ. 児童発達支援管理責任者 

ⅱ. 相談支援専門員 

 ⅲ. 児童指導員任用資格 

 ⅳ. 保育士 

ⅴ. 社会福祉士 

 ⅵ. 精神保健福祉士 

 ⅶ. 介護福祉士 

 ⅷ. 理学療法士（PT） 

 ⅸ. 作業療法士（OT） 

 ⅹ. 言語聴覚士（ST） 

 ⅺ. 看護師（准看護師も含む） 

 ⅻ. 公認心理士・臨床心理士 

 

人 

人 

人 

人 

人 

人 

人 

人 

人 

人 

人 

人 

 

人 

人 

人 

人 

人 

人 

人 

人 

人 

人 

人 

人 

③経験年数別職員数 

 ⅰ. 入職後半年未満 

 ⅱ. 半年以上 1 年未満 

 ⅲ. 1 年以上 3 年未満 

 ⅳ. 3 年以上 5 年未満 

 ⅴ. 5 年以上 10 年未満 

 ⅵ. 10 年以上 

 

人 

人 

人 

人 

人 

人 

 

人 

人 

人 

人 

人 

人 

 

  



－16－ 

（4）現在、貴事業所や法人で研修を実施する場合に、研修 1 回あたりどれくらいの時間を確保す

ることができますか。おおよそで構いませんので、もっともあてはまる数字をお選びください。 

1. 30 分未満    2. 30 分以上 1 時間未満    3. 1 時間以上 2 時間未満 

4. 2 時間以上 3 時間未満    5. 3 時間以上    6. わからない 

 

問 2.事業所及び法人でおこなう研修の状況について 

（1）貴事業所では、（法人でおこなうものではなく）事業所独自の研修を実施していますか。 

1. 実施している      2. 実施していない 

3. 法人には貴事業所しかない 

 

（2）貴事業所や法人の研修の計画や人材育成計画の策定状況について、あてはまる数字をすべて

お選びください。 

1. 法人としての人材育成計画が定められている 

2. 法人としての研修実施計画が定められている 

3. 各事業所で研修を計画すべきであることが、法人として示されている 

4. 各事業所での研修内容等が、法人として定められている 

5. 事業所独自に定めた人材育成計画がある 

6. 事業所独自に定めた研修実施計画がある 

7. 法人としての計画策定に、自事業所の担当者も参加している 

8. 事業所では計画の策定状況を把握していない 

9. あてはまる数字がない 

 

（3）貴事業所や法人での研修企画、運営、実施において、マニュアルや手引き等は使っています

か。事業所独自の研修をすべてお考えいただき、あてはまる数字をすべてお選びください。 

1. 事業所で作成したマニュアルや手引き等を活用している 

2. 法人が作成したマニュアルや手引き等を利用している 

3. 外部で作成されたマニュアルや手引き等を利用している 

4. 特にマニュアルや手引き等は利用していない 

5. 事業所では把握していない 
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（4）貴事業所や法人における以下の研修の受講対象としてもっともあてはまる数字を、それぞれ

ひとつお選びください。また、それぞれの研修について、平均的な受講人数もお答えください。

大まかな数字で結構です。 

※新人研修・職階別研修・リーダー研修において、選択肢「1. 全職員（非正規を含む）」及び「2. 

すべての正規職員」とは当該研修の受講対象となる全職員を指します。 

 

【参加対象選択肢一覧】 

1. 全職員（非正規を含む）    2. すべての正規職員 

3. 一部の職員（非正規を含む）    4. 一部の正規職員 

5. この研修を実施していない    6. 事業所では対象者を把握していない 

【研修の種類】 【参加対象】 

※上記選択肢から数字を選んで記入 

【平均参加人数】 

※令和 6 年度の実績 

新人職員研修  人 

安全管理・事故防止研修  人 

支援に関する研修  人 

マナー・接遇研修  人 

職階別研修  人 

リーダー研修  人 

他法人・他事業所への見学  人 

 

（5）貴事業所や法人では他法人・他事業所の見学をおこなっていますか。おこなっている場合、

見学先の法人や事業所をどのように探していますか。あてはまる数字をすべてお選びください。 

1. 他法人・他事業所への見学はおこなっていない 

2. 自立支援協議会等の会議体で知り合った法人・事業所を見学する 

3. 自治体からの紹介   4. すでに関係していた機関等からの紹介 

5. 法人内の他事業所や法人本部からの紹介   6. 事業所や法人で独自に探している 

7. 事業所では見学先の探し方を把握していない 

 

（6）貴事業所や法人で研修を実施する際に、研修前にあらかじめおこなう取組等について、法人

全体として方針が定められていますか、それとも各事業所の判断に任されていますか。もっとも

あてはまる数字を、ひとつお選びください。 

1. 法人全体で研修前の取組等の内容や実施方法が定められている 

2. 法人全体で研修前の取組等の大まかな内容は定められているが、実施方法等は各事業所に

ゆだねられている 

3. 法人では研修前の取組等を実施することのみ定められており、内容等は各事業所にゆだね

られている 

4. 法人から研修前の取組等を実施することが推奨されている 

5. 研修前の取組等について、法人としての定めは特にない 

6. 事業所では研修前の取組等の方針について把握していない 
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（7）貴事業所や法人で研修を実施する際に、研修前にあらかじめおこなっている取組等、あては

まる数字をすべてお選びください。 

1. 研修テーマに関して、自事業所の状況を振り返るための取組 

2. 研修テーマに関する基礎知識や制度等を事前に確認する等の取組 

3. 研修の目的や目標、受講後の目指すべき姿等について確認する取組 

4. 研修前の取組は実施していない  5. 事業所では把握していない 

6. その他（    ） 

 

（8）貴事業所や法人でおこなう研修を実施するうえで、どのような工夫をされていますか。あて

はまる数字をすべてお選びください。また、「10. その他」の自由記述についても、積極的にご

記入いただけると幸いです。 

1. 職員のニーズや課題を踏まえて研修内容を決めている 

2. Web 上に公開されているコンテンツ（動画・教材など）を活用している 

3. 各職員が自分のペースで受講できる独自のオンデマンド型の研修をおこなっている 

4. 短時間に分けて研修をおこなっている（例：15～30 分×複数回） 

5. 関係機関や他事業所と合同で研修を実施している 

6. 当事者や家族の意見・経験を取り入れて研修を実施している 

7. 外部講師や専門家を招いて研修をおこなっている 

8. 研修を実施するうえでの工夫は何もしていない 

9. 事業所では把握していない 

10. その他（          ） 

 

（９）貴事業所や法人での研修における振り返りや理解促進のための取組について、法人全体とし

て定められていますか、それとも各事業所の判断に任されていますか。もっともあてはまる数字

を、ひとつお選びください。 

1. 法人全体で振り返りや理解促進のための取組内容や方法が定められている 

2. 法人全体で振り返りや理解促進のための取組の、大まかな内容は定められているが、実施

方法などは各事業所にゆだねられている 

3. 法人では振り返りや理解促進のための取組を実施することのみ定められており、内容等は

各事業所にゆだねられている 

4. 法人から振り返りや理解促進のための取組実施が推奨されている 

5. 振り返りや理解促進のための取組について、法人としての定めは特にない 

6. 事業所では把握していない 
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（10）研修で取り扱った研修内容について、理解促進や日々の実践につなげていくために、事業

所や法人でおこなっている取組の実施状況について、あてはまる数字をすべてお選びください。 

1. 研修後に職員間での意見交換や感想共有 

2. グループディスカッションやロールプレイによる理解深化 

3. 研修内容を踏まえ、日々の事例等を用いて事例検討 

4. 研修内容に関する振り返りシート・アンケート・研修報告書等の記入 

5. 研修後に上司やリーダーとの個別面談・フォローアップ 

6. 日常のミーティングで研修内容を再確認 

7. 上司や先輩職員が業務の中で指導・助言をおこなう（OJT の実施） 

8. チェックリストや行動目標の設定などによる、実務への定着促進 

9. 外部講師・専門家からのフィードバック 

10. 動画・資料の共有などによる、欠席者等への学習機会提供 

11. 研修内容のマニュアルや記録様式への反映 

12. 特に体系的な振り返りはおこなっていない 

13. 事業所では把握していない 

14. その他（     ） 

 

 

問 3. 都道府県や外部団体等の実施する研修への参加状況について 

（1）貴事業所では外部研修に関する情報をどのようにして収集していますか。あてはまる数字を

すべてお選びください。 

1. 事業所として独自に情報収集をしている 

2. 法人から外部研修の情報が伝えられている 

3. 自治体（児童発達支援センター、基幹相談支援センターを含む）から案内が来る 

4. 自治体以外の外部研修実施団体から案内が来る 

5. 地域の事業所同士で研修情報について共有している 

6. 職員個人に任せている   7. その他（   ） 

 

（2）貴事業所では外部研修への参加に関して以下のような取組をおこなっていますか。あてはま

る数字をすべてお選びください。 

1. 外部研修に参加するためにシフト調整などを柔軟におこなっている 

2. 外部研修への参加がキャリアプラン等に定められている 

3. 外部研修の受講費を事業所や法人で助成している 

4. 外部研修に職員が順番に参加できるように定めている 

5. 外部研修への参加によって、人手不足にならないよう法人の助けを受けている 

6. 外部研修への参加状況が人事評価等に反映されている 

7. その他、外部研修へ参加しやすくするための取組（    ） 

8. 外部研修への参加を促すような取組はおこなっていない 
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（3）貴事業所では、どのような外部研修（法定研修は除く）に職員の方が参加されていますか。

あてはまる数字をすべてお選びください。 

1. 障害児支援の専門研修（発達・行動支援など） 

2. 安全管理・虐待防止・リスクマネジメント 

3. 医療的ケア児関連研修 

4. 地域連携・相談支援・障害理解などの研修 

5. この中に参加しているものはない 

6. 職員の外部研修への参加状況を把握していない 

 

（4）貴事業所では職員が外部研修にどの程度積極的に参加していますか。もっともあてはまる数

字をひとつお選びください。 

1. 年間を通じて継続的に複数の職員が参加している 

2. 必要に応じて 1 年に数回程度参加している 

3. 法定研修などの限られた研修のみ参加している 

4. ほとんど参加していない   5. 職員の参加状況を把握していない 

 

（5）都道府県や外部団体等が実施する研修において、研修前におこなう取組等が設定されている

場合、貴事業所ではどのように対応していますか。あてはまる数字をすべてお選びください。 

1. 外部研修の事前の取組等が特に設定されていない場合が多い 

2. 事前の取組等がある場合は、職員に実施を周知・促している 

3. 事前の取組等の内容を事業所内で共有・話し合っている 

4. 決められた事前の取組等に加えて、事業所独自の取組等（自己点検・資料確認等）を設定

している 

5. 外部研修における事前の取組の有無にかかわらず、独自に関連した取組をおこなっている 

6. 外部研修における事前の取組等には特に関与していない（職員に任せている） 

7. その他（         ） 
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（6）都道府県や外部団体が実施する研修を受けた職員について、研修後に事業所内でどのような

振り返りや理解促進の取組をおこなっていますか。あてはまる数字をすべてお選びください。 

※外部研修の実施団体から事後の取組等が与えられない場合でも、事業所として実施している取組を

お答えください。 

1. 研修後に参加した職員間での意見交換や感想共有 

2. グループディスカッションやロールプレイなどを通じた理解深化 

3. 研修内容を踏まえ、日々の事例等を用いて事例検討 

4. 研修内容に関する振り返りシートやアンケート・研修報告書等の記入 

5. 研修内容についての上司やリーダーとの個別面談・フォローアップ 

6. 日常のミーティングで研修内容を再確認 

7. 上司や先輩職員が業務の中で指導・助言をおこなう（OJT の実施） 

8. チェックリストや行動目標の設定などによる、実務への定着促進 

9. 外部講師や主催団体からのフィードバックを事業所内で共有 

10. 研修動画・資料等の共有による、欠席者や他職員への学習機会提供 

11. 研修内容のマニュアルや記録様式への反映 

12. 特に体系的な振り返りや理解促進の取組はおこなっていない 

13. その他（    ） 

 

（7）貴事業所では職員を外部研修に参加させるにあたって、どのような課題を抱えていますか。

あてはまる数字をすべてお選びください。 

1. 外部研修に職員を派遣するだけの人的余裕がない 

2. 外部研修の参加費が高い 

3. 外部研修に参加するだけの職員の時間的余裕がない 

4. 外部研修に関する情報が得られない 

5. 求めている内容の研修が実施されていない 

6. 外部研修自体の必要性を感じない 

7. その他（    ） 

 

（8）都道府県等の外部研修に職員を参加させるための工夫について、貴事業所でおこなっている

取組を具体的にお書きください。 
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問 4.事例検討会について 

（1）貴事業所における学びを主な目的とした事例検討（会）の実施または参加状況について、あ

てはまる数字をすべてお選びください。 

1. 定期的に開催/参加している（～か月に 1 回など）事例検討（会）がある 

2. 事業所や法人で研修をおこなうたびに実施/参加しているものがある 

3. 都道府県等外部での研修に参加したあとに、実施することにしている 

4. 実務上の困りごとや要検討事例が発生したときに実施している 

5. 人事異動や新規入職者の着任など、職員に変化があった際に実施している 

6. 他の事業所等外部から誘われたときに参加している 

7. 職員からの要望があったときに実施している 

8. 管理者・責任者等が必要性を感じたときに実施している 

9. 事例検討（会）の実施も参加もしていない 

10. その他（    ） 

※（1）で 9 を選択した場合、（2）（3）はスキップして（4）へ 

 

（2）貴事業所で実施/参加している事例検討会にはどのような人が参加しているものがあります

か。あてはまる数字をすべてお選びください。 

1. 事業所のすべての職員（非正規職員を含む） 

2. 事業所の全ての正規職員 

3. 事業所の職員のうち、参加希望者 

4. 取り上げる事例に関係する職務を担当する職員 

5. 関連する研修の受講者   6. 同一法人の他事業所職員 

7. 他法人の事業所職員   8. 外部講師や専門家   9. その他（    ） 

 

（3）貴事業所で実施/参加している事例検討会では、どのようなケースを検討事例として用いてい

ますか。あてはまる数字をすべてお選びください。 

1. 事例検討用に設定した架空のケース 

2. 貴事業所/法人で過去に経験したケース 

3. 貴事業所/法人でその時まさに直面しているケース 

4. 外部の研修実施主体や外部講師などが用意したケース 

5. 他の事業所/法人が用意したケース 

6. 書籍やテキストに記載されているケース 

7. 事例検討（会）に参加しているだけで、ケースの詳細は知らない 

8. その他（    ） 

 

（4）貴事業所で実施/参加している事例検討会を効果的に実施するためにどのような工夫をおこな

っていますか。また、実施/参加されていない場合は効果的に実施するにあたってどのような課

題があるとお考えですか。具体的にお書きください 
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問 5.地域の事業所でおこなう合同研修について 

※本設問における「地域の事業所」とは「法人内他事業」は含めず、「法人外の他事業所」を指し

ます。 

（1）地域の事業所同士が参加する合同研修等、地域での学び合いの機会への参加状況として、も

っともあてはまる数字をひとつお選びください。 

1. 合同研修等、地域での学び合いには参加していない/機会がない 

2. 機会があるときはだいたいいつも参加している 

3. 都合が良いときは参加している 

4. テーマなどに関心があればなるべく参加している 

5. テーマなどに関心があり、都合が良いときは参加している 

※（1）で 5 を選択した場合、（2）～（6）はスキップ 

 

（2）貴事業所では地域の事業所同士が参加する合同研修等、地域での学び合いの主催（共催を含

む）をどれほどされていますか。あてはまる数字をひとつお選びください。 

1. いつも主催している    2. 主催することが多い 

3. 主催したことはある    4. 参加はしているが主催したことはない 

5. 主催も参加もしたことがない 

※（2）で 4 または 5 を選択した場合、(3)～（6）はスキップ 

 

（3）貴事業所で主催する合同研修等、地域の事業所同士での学び合いにおけるテーマ・内容とし

て、もっともあてはまる数字をひとつお選びください。 

1. 障害児支援に関する内容のみを対象にしている 

2. 障害児支援を中心としつつ、他のこども施策も含めている 

3. こども施策全般を対象としており、障害児支援はその一部として扱っている 

 

（4） 地域の事業所同士での合同研修等、地域での学び合いへの参加を呼び掛けるための連絡手段

としてお使いになっているものはどれですか。あてはまる数字をすべてお選びください。 

1. 個別メール   2. 電話   3. 先方を訪問して口頭での呼びかけ 

4. 訪問を受けた際に口頭で呼びかけ 

5. 別の機会（会議、イベント、研修等）で同席した際に呼びかけ 

6. 開催案内のチラシ   7. HP 等での開催案内   8. SNS による告知 

9. 自立支援協議会を通じて呼びかけ   10. その他（      ） 

 

（5）貴事業所が主催する合同研修等、地域の事業所同士での学び合いの会場は普段どのように確

保されていますか。あてはまる数字をすべてお選びください。 

1. 自事業所・法人を会場としている    2. 他事業所を会場としている 

3. 公的な場所を借りて実施している（無料） 

4. 公的な場所を借りて実施している（有料） 

5. 民間の会場を借りて実施している 
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（6）貴事業所が主催する合同研修等、地域の事業所同士での学び合いにおける費用の負担はどの

ようにされていますか。あてはまる数字をすべてお選びください。 

1. 会場費の負担を参加/共催事業所に求めている 

2. 外部講師等の人件費の負担を参加/共催事業所に求めている 

3. 教材費の負担を参加/共催事業所に求めている 

4. その他の費用の負担を参加/共催事業所に求めている 

  （その他の内容：       ） 

5. 費用はすべて自事業所が負担している 

6. 特に費用は発生していない 

 

（7）地域の事業所同士が参加する合同研修等、地域での学び合いの機会を効果的なものにするた

めに、貴事業所ではどのような工夫をされていますか。また、どのような課題がありますか。具

体的にお書きください。 

 

 

 

問 6.職員のメンタルケアについて 

（1）セルフケアとは、職員自身が自分のストレスや心身の健康状態に気づき、必要に応じて対処

したり、支援を求めたりすることを指します。貴事業所では、職員のセルフケア推進に関して、

どのような取組をおこなっていますか。あてはまる数字をすべてお選びください。 

1. メンタルヘルスやストレス対処に関する研修や勉強会を実施している 

2. セルフケアに関する資料や情報（パンフレットなど）を提供している 

3. ストレスチェックやセルフチェックリストを活用している 

4. 特にセルフチェックに関する取組は実施していない 

5. 外部のメンタルヘルスに関する専門機関と契約している 

6. その他（    ） 

 

（2）セルフケアの推進に関して工夫している点や事柄をお書きください。 
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（3）ラインケアとは、管理職やリーダー等が日常的に職員の状態を把握し、必要な支援や配慮を

おこなうことを指します。貴事業所では、ラインケアに関して、どのような取組をおこなってい

ますか。あてはまる数字をすべてお選びください。 

1. 管理者やリーダー向けのメンタルヘルスや部下対応に関する研修 

2. 管理者等による定期的な職員の健康・勤務状況の把握（面談・振り返り等） 

3. 管理者等が不調者対応に関する相談・報告をおこなえる体制確保（専門職の配置や外部相

談窓口の設置等） 

4. 職員が相談しやすい職場環境づくりの推進 

5. 外部の相談窓口や支援機関に関する情報の周知 

6. 特に実施していない 

7. その他（     ） 

 

（4）ラインケアに関して工夫している点や事柄をお書きください。 
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（1）貴自治体名と担当部署名をお答えください。

自治体名

担当部署名

①児童発達支援 箇所

②医療型児童発達支援 箇所

③居宅訪問型児童発達支援 箇所

④放課後等デイサービス 箇所

⑤福祉型障害児入所支援 箇所

⑥医療型障害児入所支援 箇所

⑦障害児相談支援 箇所

⑧保育所等訪問支援 箇所

（3）貴部署では以下のリストにあるもののうち、どのような研修をおこなっていますか。あてはまるものをすべてお選びください。

1. 障害児支援分野

2. 障害者（成人）支援分野

3. 障害福祉分野全体

4. こども施策分野

5. その他 具体的に：

6. これらの研修は行っていない

回答： 人

障害児支援に関する研修の実施状況に関するアンケート調査
（令和７年度 子ども・子育て支援等推進調査研究事業「障害児支援における研修の効果的な実施等に係る調査研究」）

★都道府県・指定都市本庁向け★

問１　自治体概要

（4）貴自治体の障害児支援に関する研修の所管部署（担当課）では、何人の職員が障害児支援に関する研修に関わっていますか。

　　　　具体的な数字をお書きください。　　　※研修を実施していない場合は0人とお書きください。

（2）貴自治体管内には、障害児支援をおこなっている次のような事業所がいくつありますか。

　　　　具体的な数字をそれぞれご記入ください。

～ ご 協 力 に あ た っ て ～

・回答は、赤枠で示した回答欄に入力をお願いします。

・計数等の数字や「その他」の自由記述は、数字や文字を直接入力してください。

・プルダウン（回答欄をクリックすると「▼」が表示）の回答欄は、「Delete」もしくは「Backspace」で消去できます。

・自由回答の項目については、回答欄からはみ出してもかまいません。

・令和8年1月19日（月）までに、「kodomo-wt@jri.or.jp」宛に、ご返送をお願いいたします。

【本調査票配布に関する問合せ先】

一般財団法人日本総合研究所 E-mail：kodomo-wt@jri.or.jp

※大変お手数ではございますが、不明点等はメールにてお問い合わせくださいますようお願い申し上げます。
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1. 会議体として協議・検討の場を設けている

2. 会議体ではないが協議・検討をおこなっている

3. 特に協議・検討はおこなっていない 回答：

（2）貴自治体において、以下のような研修はどのような形で実施していますか。それぞれあてはまる形態をひとつお選びください。

サービス管理責任者・児童発達支援管理責任者研修

相談支援従事者研修

専門コース別研修（障害児支援）

専門コース別研修（意思決定支援）

独自の障害児支援に関する研修

独自の障害福祉に関する研修

独自の虐待防止等に関する研修

その他 具体的に：

1. 定期的に開催している

2. 不定期で開催している

3. 検討委員会等の会議体ではなく、庁内の担当課・者レベルで検討している

4. 特に検討のための場は設けていない　→問4へお進みください 回答：

（2）貴自治体における研修に関する検討委員会等の構成メンバーとして、あてはまる数字をすべてお選びください。

1. 都道府県の障害児支援担当課職員　　　

2. 教育委員会関係者

3. 管内市町村職員　　　

4. 障害児支援従事者

5. 障害児支援以外の福祉従事者

6. 医療機関の職員　　　

7. 当事者・家族会関係者

8. 大学・研究機関等の有識者　　

9．委託先又は指定先となる研修事業者

10. その他 具体的に：

問２　自治体としての障害児支援に関する研修の概要について

（1）貴自治体では障害児支援を行う事業所の人材育成に関する方針等について、協議・検討の場を設けていますか。

　　　　あてはまる数字をひとつお選びください。

（1）現在、貴自治体では研修（法定研修は除く）の実施にあたり、研修に関する検討委員会等を開催していますか。

　　　　あてはまる数字をひとつお選びください。

問３　自治体研修に関する検討委員会について
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1. 年に1回程度　　　

2. 半年に1回（年に2回）程度

3. 4か月に1回（年に3回）程度　　　

4. 3か月に1回（年に4回）程度

5. 2か月に1回程度（年に6回）程度　　　

6. 1か月に1回以上

7. 不定期（必要な時） 回答：

（4）貴自治体における研修に関する検討委員会等の主な役割として、あてはまる数字をすべてお選びください。

1. 研修のテーマ・内容の検討　　　

2. 研修の事前・事後課題についての検討

3. 講師の選定　　　

4. 受講対象者の検討　　　

5. 受講者募集方法の検討

6. 前回研修の評価・振り返り　　　

7. 講師の養成　　　

8. その他

（1）貴自治体では研修の企画、運営、実施に関するマニュアルや手引き等を独自に作成されていますか。あてはまる数字をひとつお選びください。

1. 作成している　　　　

2. 作成していない 回答：

（2）貴自治体で実施する研修における講師の確保について、普段どのような手段をとられていますか。あてはまる数字をすべてお選びください。

1. 既存の他の研修で既に講師を担っている人材から選定

2. 地域で実際に障害児支援の分野で活躍している人から選定

3. 都道府県等で行う研修の受講者から適任者を選定

4. 障害児支援等の事業者団体に講師の派遣、または講師候補者の推薦を依頼

5. 専門職団体に講師の派遣、または講師候補者の推薦を依頼

6. 学識者等の有識者に講師就任を依頼　　　

7. 庁内の職員から講師を選定

8. その他の手段　 具体的に：

9. 研修を実施していない

問4　 貴自治体における研修実施上の工夫等について

（3）貴自治体における研修に関する検討委員会等の開催頻度として、もっともあてはまる数字をひとつお選びください。

　　　　複数の検討委員会が存在する場合は、1研修あたりの平均的な頻度をお答えください。
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（3）貴自治体で実施する研修において、講師候補者向けの研修はどのような形で実施していますか。あてはまる数字をすべてお選びください。

1. 講師候補者全員に対して研修を実施している

2. 新たな講師候補者に対して研修を実施している（=未受講者のみ）

3. 講師候補者を対象とした、マニュアル等を作成している

4. 講師候補者に対する説明会を実施している　　　　

5. その他 具体的に：

6. 講師候補者に対する研修等は実施していない

7. 研修において講師を活用していない

法人・事業所の要望や意見

当事者の要望や意見

（5）貴自治体では研修の実施及び研修内容について、どのように周知していますか。あてはまる数字をすべてお選びください。

1. 自治体HPへの掲載　　　

2. 市区町村に周知を依頼

3. 管内の法人・事業所に対して直接周知

4. 研修実施を委託している団体・機関への周知依頼

5. チラシ・パンフレット等の作成と配布

6. 研修に関する周知は特に行っていない

1. 紙で提出（印刷を含む）

2. データで提出

3. 事前課題はあるが、 提出を求めていない

4. 研修前にあらかじめおこなう取組はない

1. 研修終了時の参加者アンケート

2. 振り返りシート・レポートの提出

3. 演習中・演習後の発言内容や議論の深まりの確認

4. 上司・所属先からのフィードバックの収集

5. 研修後の行動変化・取組状況の把握（自己申告等）

6. 特に行っていない

7. その他 具体的に：

（7）貴自治体で実施する研修では、内容の理解度や定着度の確認、振り返りとして、以下のような取組をおこなっていますか。

　　　　あてはまるものをすべてお選びください。

（6）貴自治体で実施する研修では、研修前にあらかじめおこなう取組について、どのような形で提出を求めていますか。

　　　　もっともあてはまる数字をひとつお選びください。

（4）貴自治体では研修企画に際して法人・事業所や当事者の要望や意見を把握する仕組みがありますか。

　　　　それぞれについて、あてはまる数字をひとつお選びください。
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1. おこなっている

2. おこなっていない　→問6へお進みください 回答：

1. 事例検討　　　　

2. ロールプレイ　　　　

3. グループ討議

4. 模擬会議　　　　

5. ワークショップ形式

6. その他 具体的に： 回答：

（3）貴自治体における研修での演習は、どのような形でおこなわれていますか。あてはまる数字をひとつお選びください。

1. 対面のみ　　　　

2. オンラインのみ

3. ハイブリッド（対面とオンラインを同時に実施）

4. 研修によって形式を変えている 回答：

1. 自治体の研修担当部署で決定している

2. 自治体の研修に関する検討委員会等で検討・決定している

3. 外部講師・有識者と協議して決定している

4. 発達支援センター等の専門機関が中心となって設計している

5. 障害児支援の制度・運営・支援の考え方を示した国の通知等を参考にしている

6. 過去の研修の振り返りや改善点を踏まえて決定している

7. 参加者のニーズ（アンケート等）を参考にしている

8. 毎年同じ内容で実施している

9. その他 具体的に：

（4）貴自治体が実施している研修において、演習の内容はどのようにして決められていますか。

　　　　あてはまる数字をすべてお選びください。

問５　 自治体で実施している研修における演習について

※ここでは貴自治体が実施している研修における演習についてお答えいただきます。

　複数の研修を実施されている場合は、それぞれの設問において最も貴自治体として力を入れているものについて

　お答えください。

（2）貴自治体が実施している研修において、特に力を入れている演習はどのような方法でおこなわれていますか。

　　　　もっともあてはまる数字をひとつお選びください。

（1）貴自治体が実施している研修において、演習（グループワーク等）をおこなっていますか。

　　　　あてはまる数字をひとつお選びください。
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1. 外部の専門家・講師（大学教員・研究者、研修講師等）

2. 地域の専門機関職員（発達支援センター、相談支援機関等）

3. 実務者（障害児支援事業所の職員・管理者等）

4. 自治体職員

5. 当事者や当事者団体

6. 当事者家族や親の会団体等

7. 関係事業者団体

8. その他 具体的に：

1. 研修終了後に、職員や関係者で振り返り会議を開催している

2. 研修内容や運営に関するアンケートや意見聴取を事業所や参加者から回収している

3. 研修の成果・達成度の評価（事前・事後アンケート、理解度テストなど）を実施している

4. 研修内容や運営方法の改善点を文書化し、次回研修の設計に反映している

5. 外部講師や関係団体からのフィードバックを受けて振り返りを行っている

6. 研修計画やマニュアル、記録様式等の見直しを行っている

7. 特に体系的な振り返りや評価は行っていない　　　　

8. その他 具体的に：

問６　 自治体における研修に関する振り返り等について

　　貴自治体が実施している研修について、企画・運営・実施に関する振り返りや評価はどのようにおこなっていますか。

　　あてはまるものをすべてお選びください。

（6）貴自治体における研修において実施している演習について、工夫している点や、うまくいっていると感じている点を具体的にお書きください。

　　　（演習の進め方、内容の設定、参加者とのかかわり方やファシリテーションの工夫等）

（5）貴自治体での研修では、演習のファシリテートはどのような方が担当していますか。

　　　　あてはまる数字をすべてお選びください。

集計項目は以上です。業務ご多忙の中、ご協力いただき大変ありがとうございました。

「kodomo-wt@jri.or.jp」宛に本調査票をお送りくださいますようお願い申し上げます。
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２．アンケート調査結果 
 

事業所向け調査 

 

問 1. 法人概要・事業所概要 

 

（1）事業所が属している法人について 

 

①法人類型（単一選択） 

 
 

【「その他」の回答例】 

・合同会社  ・有限会社  ・官公庁  ・学校法人  ・公益財団法人 

・独立行政法人  ・労働者協同組合  ・宗教法人  など 

 

②法人で実施している障害児支援以外の事業（複数選択） 

 
 

【「その他」の回答例】 

・不動産  ・建築業  ・学習塾  ・学童  ・飲食業  ・人材派遣  など 

 

③法人名（記述） 

 回答内容匿名化のため省略 

N=4277 ％

株式会社 1816 42.5

社会福祉法人 860 20.1

NPO法人 462 10.8

一般社団法人 266 6.2

医療法人 45 1.1

その他 828 19.4

N=4277 ％

障害児支援以外の事業はおこなっていない 1570 36.7

障害者支援事業（生活介護、就労継続支援、就労移行支援、グ

ループホーム等）
1533 35.8

相談支援事業（特定相談支援等） 1368 32.0

高齢者福祉・介護事業（訪問介護、通所介護、特養・老健等の

施設運営、地域包括等）
743 17.4

保育・幼児教育事業（認可保育所、認定こども園等） 500 11.7

医療関連事業（病院・診療所、訪問看護、医療的ケア関連等） 382 8.9

就労支援・生活困窮者支援事業（自立相談支援、就労準備支

援等）
262 6.1

子ども・子育て支援事業（子育て短期支援、児童館、家庭支援セ

ンター等）
260 6.1

その他 488 11.4
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④法人全体での運営事業所数 

 
 

⑤法人内で障害児支援を行う事業所数 

 
 

⑥法人職員数（非正規を含む） 

 
 

  

N=4277 %

1か所 991 23.2%

2か所 651 15.2%

3か所 504 11.8%

4か所 385 9.0%

5か所 273 6.4%

6～9か所 615 14.4%

10～19か所 453 10.6%

20～29か所 152 3.6%

30～49か所 85 2.0%

50～99か所 66 1.5%

100か所以上 102 2.4%

N=4277 %

1か所 1717 40.1%

2か所 979 22.9%

3か所 553 12.9%

4か所 257 6.0%

5か所 179 4.2%

6～9か所 323 7.6%

10～19か所 142 3.3%

20～29か所 49 1.1%

30～49か所 8 0.2%

50～99か所 19 0.4%

100か所以上 51 1.2%

N=4277 %

10人未満 721 16.9%

10～19人 841 19.7%

20～29人 483 11.3%

30～39人 339 7.9%

40～49人 243 5.7%

50～59人 222 5.2%

60～99人 352 8.2%

100～199人 382 8.9%

200～299人 186 4.3%

300～499人 169 4.0%

500～999人 160 3.7%

1000人以上 179 4.2%
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（2）事業所の概要 

 

①事業所名 

 回答内容匿名化のため省略 

 

②事業所所在地 

 
 

③事業所で実施している事業（多機能型の場合は複数選択） 

 
 

④事業所定員 

 
 

⑤受け入れ可能な障害種別（複数選択） 

 
  

N=4277 ％

政令指定都市 970 22.7

中核市 769 18.0

一般市 2122 49.6

町村 416 9.7

N=4277 ％

放課後等デイサービス 3220 75.3

児童発達支援 2434 56.9

保育所等訪問 666 15.6

障害児相談支援 645 15.1

福祉型障害児入所支援 78 1.8

居宅訪問型児童発達支援 63 1.5

医療型障害児入所支援 40 0.9

医療型児童発達支援 33 0.8

N=3912 %

10人以下 3184 81.4%

11～20人 371 9.5%

21～50人 262 6.7%

51人以上 95 2.4%

N=3912 ％

発達障害 3639 93.0

知的障害 3559 91.0

精神障害（発達障害を除く） 1625 41.5

言語障害 1503 38.4

肢体不自由 1404 35.9

聴覚障害 1149 29.4

視覚障害 917 23.4

重症心身障害 744 19.0

難病等その他の疾病・障害 739 18.9

その他 154 3.9
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【「その他」の回答例】 

・医療的ケア児  ・不登校児  ・特に定めていない  ・ダウン症 

・発達遅滞  ・学習障害  など 

 

⑥利用者の主たる障害割合（平均値） 

 
 

 

⑦主として重症心身障害児型指定の有無 

 
 

⑧事業所で対応可能な医療行為（複数選択） 

 
 

【「その他」の回答例】 

・インスリン注射  ・座薬挿入  ・浣腸  ・吸入  ・点滴管理  など 

 

  

発達障害（55.2%）

知的障害（30.7%）

重症心身障害（5.6%）

肢体不自由（2.2%）

精神障害（発達障害を除く）（1.7%）

言語障害（1.0%）

聴覚障害（0.5%）

視覚障害（0.2%）

難病等その他の疾病・障害（1.3%）

その他（1.7%）

N=3912 ％

指定あり 277 7.1

指定なし 3635 92.9

N=3912 ％

経管栄養（胃ろう・経鼻） 519 13.3

吸引（口・鼻・気管カニューレ） 519 13.3

導尿・ストーマなど排泄の医療的ケア 418 10.7

気管切開・人工呼吸器の管理 388 9.9

在宅酸素の管理 338 8.6

その他の医療的ケア 132 3.4

医療的ケアには対応していない 3283 83.9
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⑨平均利用者数 

 
 

 

（3）事業所の職員数 

 

①事業所職員数（事業種別に整理） 

 
 

  

N=3912 %

10人未満 2076 53.1%

10人以上20人未満 1510 38.6%

20人以上50人未満 242 6.2%

50人以上 84 2.1%

平均値 標準偏差 平均値 標準偏差

放課後等デイサービス 5.708 6.420 4.223 4.485

児童発達支援 6.785 9.116 4.711 5.764

保育所等訪問 9.234 10.315 5.717 6.844

障害児相談支援 7.671 11.643 6.208 51.965

福祉型障害児入所支援 20.500 13.806 5.808 7.796

居宅訪問型児童発達支援 11.302 10.960 10.937 13.876

医療型障害児入所支援 89.460 61.466 24.500 28.489

医療型児童発達支援 25.333 35.221 8.727 11.408

常勤職員数 非常勤職員数



－37－ 

②保有資格別職員数（重複計上可） 

 
 

③経験年数別職員数 

 

常勤 非常勤 常勤 非常勤 常勤 非常勤 常勤 非常勤

いない 364 4012 3464 4046 1208 2077 1077 2394

1人 2951 231 444 165 940 811 1196 937

2～5人 919 32 323 62 1902 1233 1755 848

6～10人 35 2 39 2 177 137 168 74

11人以上 8 0 6 1 50 18 81 21

常勤 非常勤 常勤 非常勤 常勤 非常勤 常勤 非常勤

いない 3242 3993 3879 4174 2857 3866 3833 3976

1人 709 259 322 96 886 309 331 245

2～5人 303 25 73 7 481 93 97 51

6～10人 23 0 2 0 33 6 12 3

11人以上 0 0 1 0 20 3 3 0

常勤 非常勤 常勤 非常勤 常勤 非常勤 常勤 非常勤

いない 3746 3986 3914 3988 3686 3703 3821 3980

1人 402 226 268 231 367 275 344 231

2～5人 116 63 89 56 181 257 103 65

6～10人 12 2 6 2 10 31 9 1

11人以上 1 0 0 0 33 11 0 0

（事業所）

（事業所）

（事業所）

介護福祉士
理学療法士

（PT）

作業療法士

（OT）

言語聴覚士

（ST）

看護師

准看護師

公認心理士

臨床心理士

児童発達支援

管理責任者

相談支援

専門員

児童指導員

任用資格
保育士

社会福祉士
精神保健

福祉士

常勤 非常勤 常勤 非常勤 常勤 非常勤

いない 3271 3201 2676 3101 1679 2401

1人 697 689 969 704 1105 833

2～5人 293 375 587 442 1350 926

6～10人 13 11 38 26 114 100

11人以上 3 1 6 4 29 17

常勤 非常勤 常勤 非常勤 常勤 非常勤

いない 2157 2904 1876 2884 2707 3486

1人 980 707 918 624 622 375

2～5人 1057 613 1321 674 760 340

6～10人 54 40 116 78 119 51

11人以上 29 11 46 17 67 24

（事業所）

（事業所）

入職後

半年未満

半年以上

1年未満

1年以上

3年未満

3年以上

5年未満

5年以上

10年未満
10年以上
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（4）事業所や法人で研修 1 回あたりの確保可能時間（単一選択） 

 
 

 

問 2. 事業所及び法人でおこなう研修の状況について 

 

（1）事業所独自の研修 

 
 

（2）事業所や法人の研修計画や人材育成計画（複数選択） 

 
 

（3）研修企画、運営、実施におけるマニュアルや手引きの利用状況（複数選択） 

 
 

  

N=4277 ％

30分未満 179 4.2

30分以上1時間未満 1744 40.8

1時間以上2時間未満 1920 44.9

2時間以上3時間未満 269 6.3

3時間以上 116 2.7

わからない 49 1.1

N=4277 ％

実施している 3314 77.5

実施していない 612 14.3

法人には貴事業所しかない 351 8.2

N=4277 ％

法人としての研修実施計画が定められている 2625 61.4

事業所独自に定めた研修実施計画がある 1967 46.0

法人としての人材育成計画が定められている 1661 38.8

各事業所で研修を計画すべきであることが、法人として示されている 1587 37.1

法人としての計画策定に、自事業所の担当者も参加している 1349 31.5

各事業所での研修内容等が、法人として定められている 1252 29.3

事業所独自に定めた人材育成計画がある 871 20.4

事業所では計画の策定状況を把握していない 128 3.0

あてはまるものはない 221 5.2

N=4277 ％

法人が作成したマニュアルや手引き等を利用している 2179 50.9

事業所で作成したマニュアルや手引き等を活用している 2087 48.8

外部で作成されたマニュアルや手引き等を利用している 1423 33.3

特にマニュアルや手引き等は利用していない 696 16.3

事業所では把握していない 89 2.1
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（4）事業所や法人における各種研修の受講対象と平均参加人数 

 

●受講対象 

 
 

●平均受講人数 

 
 

（5）他法人・他事業所を見学する場合の見学先の探索方法（複数選択） 

 
 

  

N=4277, 度数/%

全職員

（非正規

を含む）

すべての正

規職員

一部の職

員（非正

規を含む）

一部の正

規職員

この研修を

実施してい

ない

事業所で

は対象者を

把握してい

ない

2364 697 416 290 411 99
55.3 16.3 9.7 6.8 9.6 2.3
3121 539 226 217 128 46
73.0 12.6 5.3 5.1 3.0 1.1
3219 533 311 102 72 40
75.3 12.5 7.3 2.4 1.7 0.9
1720 506 351 269 1240 191
40.2 11.8 8.2 6.3 29.0 4.5
731 648 419 790 1452 237

17.1 15.2 9.8 18.5 33.9 5.5
374 422 513 1234 1484 250
8.7 9.9 12.0 28.9 34.7 5.8
909 381 842 915 1015 215

21.3 8.9 19.7 21.4 23.7 5.0

職階別研修

リーダー研修

他法人・他事業所への見学

新人職員研修

安全管理・事故防止研修

支援に関する研修

マナー・接遇研修

新人職員

研修

安全管理

事故防止

研修

支援に関

する研修

マナー・

接遇

研修

階層別

研修

リーダー

研修

他法人・

他事業所

への見学

N=3777 N=3939 N=3976 N=3547 N=3458 N=3472 N=3668

いない 576 139 70 1082 1214 1253 931

1人 1030 317 188 312 509 841 446

2～5人 1403 1119 1165 881 1112 1031 1648

6～10人 530 1437 1572 749 375 202 484

10人以上 238 927 981 523 248 145 159

N=4277 ％

事業所や法人で独自に探している 1535 35.9

すでに関係していた機関等からの紹介 1463 34.2

自立支援協議会等の会議体で知り合った法人・事業所を見学する 1279 29.9

法人内の他事業所や法人本部からの紹介 749 17.5

自治体からの紹介 264 6.2

事業所では見学先の探し方を把握していない 129 3.0

他法人・他事業所への見学は行っていない 1094 25.6
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（6）事業所や法人で研修を実施する際の、事前の取組に関する方針（単一選択） 

 
 

（7）事業所や法人での研修前の取組等（複数選択） 

 
 

【「その他」の回答例】 

・内容の希望調査 

・研修内容についてあらかじめ確認し、意見を考えておく取り組み  など 

 

（8）事業所や法人で研修を実施する際の工夫（複数選択） 

 
  

N=4277 ％

法人全体で研修前の取組等の内容や実施方法が定められている 1256 29.4

法人全体で研修前の取組等の大まかな内容は定められているが、実

施方法等は各事業所にゆだねられている
944 22.1

法人では研修前の取組等を実施することのみ定められており、内容

等は各事業所にゆだねられている
484 11.3

法人から研修前の取組等を実施することが推奨されている 167 3.9

研修前の取組等について、法人としての定めは特にない 1275 29.8

事業所では研修前の取組等の方針について把握していない 151 3.5

N=4277 ％

研修テーマに関して、自事業所の状況を振り返るための取組 1907 44.6

研修テーマに関する基礎知識や制度等を事前に確認する等の取組 1837 43.0

研修の目的や目標、受講後の目指すべき姿等について確認する取

組
1809 42.3

研修前の取組は実施していない 1167 27.3

事業所では把握していない 153 3.6

その他 34 0.8

N=4277 ％

職員のニーズや課題を踏まえて研修内容を決めている 3476 81.3

Web上に公開されているコンテンツ（動画・教材など）を活用してい

る
2369 55.4

外部講師や専門家を招いて研修を行っている 1723 40.3

関係機関や他事業所と合同で研修を実施している 1257 29.4

各職員が自分のペースで受講できる独自のオンデマンド型の研修を

行っている
1037 24.2

短時間に分けて研修を行っている（例：15～30分×複数回） 964 22.5

当事者や家族の意見・経験を取り入れて研修を実施している 809 18.9

研修を実施するうえでの工夫は何もしていない 61 1.4

事業所では把握していない 56 1.3

その他 142 3.3
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【「その他」の回答例】 

・研修担当を決めて講師も振り返り学びの場としている。 

・職員の強みを活かしたテーマの研修を取り入れ、その講師役を職位にかかわらず担うこと

で職員のスキルアップにつなげている。 

・できるだけ集合型の研修に参加し、他事業所職員との意見交換を行えるようにしている。

また、研修前に受講目的などの説明を丁寧にできるよう取り組みたい。 

・事前に職員からの聞き取り調査を行い、職員が求める研修内容になるようにしている。 

・基本対面での研修を実施している。また、保護者も研修に参加し支援者と保護者が共にチ

ームとして子どもの支援をする環境づくりを行っている。安全管理、防災の研修について

も、緊急時の法人・事業所の対応を共有するため、保護者が共に訓練に参加できるよう内

容を工夫している。  など 

 

（9）事業所や法人での研修における振り返りや理解促進のための取組方針（単一選択） 

 
 

  

N=4277 ％

法人全体で振り返りや理解促進のための取組内容や方法が定めら

れている
1286 30.1

法人全体で振り返りや理解促進のための取組の、大まかな内容は定

められているが、実施方法などは各事業所にゆだねられている
923 21.6

法人では振り返りや理解促進のための取組を実施することのみ定めら

れており、内容等は各事業所にゆだねられている
561 13.1

法人から振り返りや理解促進のための取組実施が推奨されている 401 9.4

振り返りや理解促進のための取組について、法人としての定めは特に

ない
1007 23.5

事業所では把握していない 99 2.3
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（10）研修内容を理解促進や日々の実践につなげていくために事業所や法人で行っている

取組（複数選択） 

 
 

【「その他」の回答例】 

・厚生労働省の研修資料をプリントアウトし、自己チェックできるようにしている。利用者

さんにも使用できるチェックシートを準備している。 

・毎日の会議が研修相当。理解促進や日々の実践につなげている。 

・市の機関に相談している。  など 

 

 

問 3. 都道府県や外部団体等の実施する研修への参加状況について 

 

（1）外部研修に関する情報収集（複数選択） 

 
 

【「その他」の回答例】 

・圏域マネージャーや療育コーディネーターから情報収集   ・保護者からの情報 

・地域の自立支援協議会からの情報   ・研修管理委員を置いて情報収集    など 

  

N=4277 ％

研修後に職員間での意見交換や感想共有 3198 74.8

研修内容に関する振り返りシート・アンケート・研修報告書の記入 2416 56.5

日常のミーティングで研修内容を再確認 2035 47.6

研修内容を踏まえ、日々の事例等を用いて事例検討 1988 46.5

上司や先輩職員が業務の中で指導・助言を行う（OJTの実施） 1678 39.2

動画・資料の共有などによる、欠席者等への学習機会提供 1650 38.6

グループディスカッションやロールプレイによる理解深化 1472 34.4

研修内容のマニュアルや記録様式への反映 1058 24.7

チェックリストや行動目標の設定などによる、実務への定着促進 619 14.5

研修後に上司やリーダーとの個別面談・フォローアップ 604 14.1

外部講師・専門家からのフィードバック 554 13.0

特に体系的な振り返りは行っていない 132 3.1

事業所では把握していない 31 0.7

その他 19 0.4

N=4277 ％

自治体（児童発達支援センター、基幹相談支援センターを含む）

から案内が来る
3117 72.9

事業所として独自に情報収集をしている 2085 48.7

自治体以外の外部研修実施団体から案内が来る 1920 44.9

法人から外部研修の情報が伝えられている 1898 44.4

地域の事業所同士で研修情報について共有している 646 15.1

職員個人に任せている 407 9.5

その他 29 0.7
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（2）外部研修への参加に関する取組（複数選択） 

 
 

【「その他」の回答例】 

・学びたい研修について相談できる 

・交通費や、手当の支給 

・休日に個人で参加した研修も出勤扱い 

・業務時間内での参加が認められている 

・外部研修の希望があれば必ず参加してもらっている。人数、日にちなどの制限は行ってい

ない。 

・研修の案内を貼り出して誰でも参加希望が出せるようにしている。  など 

 

（3）事業所職員が参加している外部研修の内容（複数選択） 

 
 

（4）事業所職員の外部研修への参加状況 

 
 

  

N=4277 ％

外部研修に参加するためにシフト調整などを柔軟に行っている 3605 84.3

外部研修の受講費を事業所や法人で助成している 2935 68.6

外部研修に職員が順番に参加できるように定めている 1248 29.2

外部研修への参加によって、人手不足にならないよう法人の助けを受

けている
850 19.9

外部研修への参加がキャリアプラン等に定められている 690 16.1

外部研修への参加状況が人事評価等に反映されている 450 10.5

その他、外部研修へ参加しやすくするための取組 78 1.8

外部研修への参加を促すような取組は行っていない 146 3.4

N=4277 ％

障害児支援の専門研修（発達・行動支援など） 3746 87.6

安全管理・虐待防止・リスクマネジメント 2877 67.3

地域連携・相談支援・障害理解などの研修 2421 56.6

医療的ケア児関連研修 870 20.3

この中に参加しているものはない 122 2.9

職員の外部研修への参加状況を把握していない 56 1.3

N=4277 ％

年間を通じて継続的に複数の職員が参加している 1594 37.3

必要に応じて1年に数回程度参加している 2182 51.0

法定研修などの限られた研修のみ参加している 309 7.2

ほとんど参加していない 159 3.7

職員の参加状況を把握していない 33 0.8
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（5）外部研修における事前の取組に対する事業所としての対応（複数選択） 

 
 

【「その他」の回答例】 

・安全管理等・支援に関するものなど、研修の内容により異なる 

・個人で受ける研修がほとんどであり、事業所の協力のもと、勤務や活動を調整して取り組

んでいる。  など 

 

（6）外部研修受講後に事業所内で行う振り返りや理解促進の取組（複数選択） 

 
 

【「その他」の回答例】 

・伝達研修の実施 

・研修資料等の供覧  など 

 

  

N=4277 ％

事前の取組等がある場合は、職員に実施を周知・促している 2713 63.4

事前の取組等の内容を事業所内で共有・話し合っている 1127 26.4

外部研修の事前の取組等が特に設定されていない場合が多い 1063 24.9

決められた事前の取組等に加えて、事業所独自の取組等（自己点

検・資料確認等）を設定している
397 9.3

外部研修における事前の取組の有無にかかわらず、独自に関連した

取組を行っている
206 4.8

外部研修における事前の取組等には特に関与していない（職員に

任せている）
621 14.5

その他 15 0.4

N=4277 ％

研修後に参加した職員間での意見交換や感想共有 2663 62.3

研修内容に関する振り返りシートやアンケート・研修報告書の記入 2310 54.0

日常のミーティングで研修内容を再確認 1927 45.1

研修内容を踏まえ、日々の事例等を用いて事例検討 1128 26.4

研修動画・資料等の共有による、欠席者や他職員への学習機会提

供
1119 26.2

上司や先輩職員が業務の中で指導・助言を行う（OJTの実施） 865 20.2

グループディスカッションやロールプレイなどを通じた理解深化 596 13.9

研修内容のマニュアルや記録様式への反映 542 12.7

研修内容についての上司やリーダーとの個別面談・フォローアップ 421 9.8

外部講師や主催団体からのフィードバックを事業所内で共有 389 9.1

チェックリストや行動目標の設定などによる、実務への定着促進 264 6.2

その他 57 1.3

特に体系的な振り返りや理解促進の取組は行っていない 126 2.9
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（7）事業所職員を外部研修に参加させるにあたっての課題（複数選択） 

 
 

【「その他」の回答例】 

・職員が行きたがらない 

・開催地が近辺にない 

・勤務時間外の研修の多くは参加が難しい職員が多い 

・開催頻度が少ない 

・外国籍の職員は言葉の壁がある  など 

 

（8）外部研修に職員を参加させるための工夫（自由記述） 

【回答例】 

・シフト調整 

・オンライン研修の活用 

・職員本人の学びたい事柄を事前に聴き取り、意欲的に参加ができるようにしている。ま

た、研修の後日には代休を取得できるようにシフトの調整を行い、ライフワークバラン

スに配慮している。 

・本人の希望と法人として受けてもらいたい外部研修を擦り合わせ、モチベーションを維

持できるよう働きかけている。 

・全体会議の場だと、特に歴の少ない職員は参加の意向を伝えにくいことも考慮して、

LINE に流して個別に管理者に参加の意思を伝えられるようにしている。 

・管理者からの推薦を通じて研修を受けることができるようにしている。法人本部が研修

受講状況を把握し適時、受講を促している。 

・参加者に偏りがないよう、職員の勤務年数や所有資格、興味によって受講を決めてい

る。 

・職員への周知と、必要に応じて公費・業務としての研修参加を促し、業務として参加し

た場合には参加していない職員への伝達講習を実施している。 

・自治体から来た研修は全職員にメールで共有している。  など 

 

 

  

N=4277 ％

外部研修に参加するだけの職員の時間的余裕がない 2562 59.9

外部研修に職員を派遣するだけの人的余裕がない 2354 55.0

外部研修の参加費が高い 1237 28.9

求めている内容の研修が実施されていない 600 14.0

外部研修に関する情報が得られない 300 7.0

外部研修自体の必要性を感じない 52 1.2

その他 368 8.6
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問 4. 事例検討会について 

 

（1）事業所における学びを主な目的とした事例検討（会）の実施/参加状況（複数選択） 

 
 

【「その他」の回答例】 

・支援会議と事例検討を兼ねている 

・日々必要性を感じており、朝礼時に実施。 

・地域の会に参加している。 

・職員が一人の相談支援事業所のため、分からない時は自分から事例検討をして欲しいと基

幹に持っていく。  など 

 

（2）事業所で実施/参加している事例検討会の参加者（複数選択） 

 
 

【「その他」の回答例】 

・相談支援専門員  ・当日出勤職員  ・SV  ・保護者 

・希望者を優先するが、管理者として必要と思った者に参加を促している。 

・基幹相談支援センターの相談員  ・経営者  など 

 

  

N=4277 ％

実務上の困りごとや要検討事例が発生したときに実施している 2200 51.4

管理者・責任者等が必要性を感じたときに実施している 1969 46.0

定期的に開催/参加している（～か月に1回など）事例検討（会）

がある
1921 44.9

職員からの要望があったときに実施している 1380 32.3

事業所や法人で研修を行うたびに実施/参加しているものがある 1067 24.9

人事異動や新規入職者の着任など、職員に変化があった際に実施

している
601 14.1

他の事業所等外部から誘われたときに参加している 570 13.3

都道府県等外部での研修に参加したあとに、実施することにしている 348 8.1

その他 62 1.4

事例検討（会）の実施も参加もしていない 130 3.0

N=4147 ％

事業所のすべての職員（非正規職員を含む） 2362 57.0

事業所の全ての正規職員 1101 26.5

事業所の職員のうち、参加希望者 810 19.5

取り上げる事例に関係する職務を担当する職員 1041 25.1

関連する研修の受講者 372 9.0

同一法人の他事業所職員 372 9.0

他法人の事業所職員 220 5.3

外部講師や専門家 227 5.5

その他 71 1.7
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（3）事業所で実施/参加している事例検討会で扱うケース 

 
 

【「その他」の回答例】 

・虐待防止に関して 

・保護者からの困りごとに対して、検討会議をしている。 

・ニュース等の内容 

・職員が以前勤めていた事業所で体験したケース 

・前日の支援内容 

・ネグレクト・いじめ問題に関する事例検討  など 

 

（4）事業所で実施/参加している事例検討会を効果的に実施するための工夫と課題（自由

記述） 

【回答例（工夫）】 

・事業所で実施する場合は、役割分担(司会、進行、記録）をし、提案者は事前準備(資料

作成など）の時間を設けて取り組んでいる。事前準備を行うことで気づきがあり、支援

の向上につながっているため。事例検討には専門の講師からアドバイスをいただける環

境をつくっている。 

・所在地の圏域内で、複数事業所を利用されているケースを取り上げ、自事業所だけでな

く、他事業所の様子を詳細に確認することが出来ている。 

・法人内の各事業所から代表者を決め、オンラインで実施している。事例児童のことを知

らない職員に説明する必要があるため、より客観的に対象時の実態を掴み説明する力が

身につく。また、事業所内の職員では気づけなかった視点での意見を出し合うことがで

きる。場合によっては、実際の児童の様子を動画に撮って共有し、そこから読み取れる

ことを出し合う形式をとっている。些細な行動から読み取る力をつけることができる。 

・オンラインでの参加が多いため、複数の職員で参加し、職員間でディスカッションを行

いながら参加している。 

・効果的に運用できている法人に協力を依頼し、当法人での効果的な方法を検討してい

る。 

・自立支援協議会が主催となり、夜間開催をすることで、広く一般市民も入りやすくグル

ープワークが盛り上がる。医療、福祉、介護、保育に捕らわれず広く社会通念上の見解

を気軽に話せる場はとても効果的であると感じている。  など 

  

N=4147 ％

貴事業所/法人でその時まさに直面しているケース 3366 81.2

貴事業所/法人で過去に経験したケース 2255 54.4

事例検討用に設定した架空のケース 728 17.6

外部の研修実施主体や外部講師などが用意したケース 684 16.5

他の事業所/法人が用意したケース 586 14.1

書籍やテキストに記載されているケース 328 7.9

事例検討（会）に参加しているだけで、ケースの詳細は知らない 36 0.9

その他 23 0.6
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【回答例（課題）】 

・非常勤職員の参加が少ない。日程調整が難しい。情報共有がうまくできないときがあ

る。 

・国から事業所等で実施が求められている(しないと減算の対象)研修や事務処理が多く、

やった方が良いことへの取り組む余白が少なくなってきているやりにくさは感じる。 

・その時直面している問題が発生した時にしか事例検討を行えていない。問題が起こる前

に様々な事例検討に取り組み、職員の対処法を身につける必要がある。 

・必要に応じて事業所内での検討会を開催しているが、外部意見を取り入れる機会がな

い。  など 

 

 

問 5. 地域の事業所で行う合同研修について 

 

（1）地域の事業所同士が参加する合同研修等、地域での学び合いの機会への参加状況（単

一選択） 

 
 

（2）地域の事業所同士が参加する合同研修等、地域での学び合いの主催（共催を含む）（単

一選択） 

 ※地域での学び合いに参加している事業所のみ回答 

 
 

（3）主催する合同研修等、地域の事業所同士での学び合いにおけるテーマ・内容（単一選

択） 

 ※主催経験のある事業所のみ回答（以下、（6）まで同様） 

 
  

N=4277 ％

機会があるときはだいたいいつも参加している 1518 35.5

都合が良いときは参加している 960 22.4

テーマなどに関心があればなるべく参加している 430 10.1

テーマなどに関心があり、都合が良いときは参加している 684 16.0

合同研修等、地域での学び合いには参加していない/機会がない 685 16.0

N=3592 ％

いつも主催している 73 2.0

主催することが多い 194 5.4

主催したことはある 462 12.9

参加はしているが主催したことはない 2688 74.8

主催も参加もしたことがない 175 4.9

N=729 ％

障害児支援に関する内容のみを対象にしている 336 46.1

障害児支援を中心としつつ、他のこども施策も含めている 340 46.6

こども施策全般を対象としており、障害児支援はその一部として扱って

いる
53 7.3
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（4）地域の事業所同士での合同研修等、地域での学び合いへの参加を呼び掛けるための連

絡手段（複数選択） 

 
 

【「その他」の回答例】 

・FAX  ・地域で開催している放デイ連絡会  ・学校迎えの時に声掛け 

・市、県の担当課を通じてメーリングで周知してもらっている 

・相談支援専門員連絡会があるので、その連絡会のメーリングリストで周知 

・放課後デイの連絡協議会をつくり、市に認めてもらったため、定期開催、年間計画がある 

・新聞記事掲載依頼  など 

 

（5）主催する合同研修等、地域の事業所同士での学び合いの会場（複数選択） 

 
 

（6）主催する合同研修等、地域の事業所同士での学び合いにおける費用の負担（複数選択） 

 
 

【「その他」の回答例】 

・県からの委託事業として受けている   ・会での年会費でまかなっている 

・知的障害者福祉協会の協力で無料にしている 

・助成金の活用やクラウドファウンディング  など 

  

N=729 ％

個別メール 489 67.1

開催案内のチラシ 400 54.9

電話 253 34.7

別の機会（会議、イベント、研修等）で同席した際に呼びかけ 247 33.9

自立支援協議会を通じて呼びかけ 235 32.2

HP等での開催案内 144 19.8

SNSによる告知 136 18.7

先方を訪問して口頭での呼びかけ 106 14.5

訪問を受けた際に口頭で呼びかけ 92 12.6

その他 55 7.5

N=729 ％

自事業所・法人を会場としている 426 58.4

公的な場所を借りて実施している（無料） 337 46.2

公的な場所を借りて実施している（有料） 190 26.1

他事業所を会場としている 170 23.3

民間の会場を借りて実施している 55 7.5

N=729 ％

費用はすべて自事業所が負担している 332 45.5

会場費の負担を参加/共催事業所に求めている 113 15.5

外部講師等の人件費の負担を参加/共催事業所に求めている 102 14.0

教材費の負担を参加/共催事業所に求めている 56 7.7

その他の費用の負担を参加/共催事業所に求めている 22 3.0

特に費用は発生していない 224 30.7
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（7）合同研修等、地域での学び合いの機会を効果的なものにするために行っている工夫と

課題（自由記述） 

【回答例（工夫）】 

・自立支援協議会の部会に積極的に参加して機会を作れるようにしている。 

・相談支援員とは常に連携を取っており、合同研修会や地域課題などの検討会がない中で

も、情報収集をするようにはしている。また、可能であれば参加したいという意思を伝

え続けている。 

・主催側と参加事業所間で事前に研修の目的や期待される成果をすり合わせ、現場の課題

に即したテーマを選定することで、参加者の関心や実践に直結した学びにつなげてい

る。 

・地域の事業所同士の学び合いは、ここまで事業所数が増えてくると、ある一面では地域

の子どもを支える同志、ある一面では商売仇という側面もあるため、なかなか本音が言

えなかったり、労力をかけにくい現状もあるため、想いを同じく、連携している法人と

連携法人を組みその中で研修会などを企画している。 

・スタンスが近いところと一緒にやっている。 

・地域の事業所との交流や合同の保護者会を開催するなど連携を取っている。研修につい

ても今後、合同でできるように連携していきたい。  など 

 

【回答例（課題）】 

・他事業所との連絡が取りにくい。共通してできることが見つけにくい。 

・事業所同士の研修において、管理者向けのものが多いと感じる。現場職員を参加させた

が管理者ばかりだったという意見もあり、研修を行う際に誰をターゲットにして行って

いるのかと検討すべき。実際、現場職員に研修の場を与えたい。 

・利用者獲得に向けて他事業所との差別化を行っているため話せることと話せないこと

が多々ある。利用者のプラスになることには喜んで情報提供を行うが、利用者を奪われ

ることにつながるような内容は口外できない。協力を求められるができるものとできな

いものがあり、サービスの競争と合同の研修には矛盾を感じる。合同で実施する場合に

はテーマや内容や方向性を示したうえで呼びかけてほしい。 

・ただの情報交換になってしまったり、報告になってしまいがちで、意見を積極的に交換

する会にならないのが課題だと思っている。 

・サービス担当者会議を頻繁にしてほしいです。そうするともっと意見交換ができます。

園や学校も交えてしっかり話し合いたい  など 
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問 6. 職員のメンタルケアについて 

 

（1）職員のセルフケア推進に関する事業所での取組（複数選択） 

 
 

【「その他」の回答例】 

・健康支援手当を支給している 

・同業者同士での語らいの場 

・常日頃から職員間でコミュニケーションを図り、セルフケアを行っている。 

・マッサージチェア等を導入、面談  など 

 

（2）セルフケアの推進に関して工夫している点や事柄（自由記述） 

【回答例】 

・年に数回セルフケアを考える研修などを設けてセルフチェックリストを活用している。 

・セルフチェックやアンガーマネジメントの研修を実施している。 

・気になる様子などあれば個人的に声をかけるようにしている。また、話しやすそうな職

員に聞いてもらうようにしている。 

・休暇を取りやすい環境に心がけている。 

・交代でなるべくお休みをとるようにしている。お弁当をみんな一緒に食べてたくさん会

話するようにしている。 

・時間があるときに管理者または児発管がスタッフとコミュニュケーションをとり、いろ

いろなお話をしてもらうよう話しやすい環境づくりをしている。  など 

 

（3）事業所におけるラインケアに関する取組（複数選択） 

 
  

　　  N=4277 ％

ストレスチェックやセルフチェックリストを活用している 2091 48.9

特にセルフチェックに関する取組は実施していない 1241 29.0

メンタルヘルスやストレス対処に関する研修や勉強会を実施している 1231 28.8

セルフケアに関する資料や情報（パンフレットなど）を提供している 945 22.1

外部のメンタルヘルスに関する専門機関と契約している 188 4.4

その他 239 5.6

N=4277 ％

職員が相談しやすい職場環境づくりの推進 3235 75.6

管理者等による定期的な職員の健康・勤務状況の把握（面談・振

り返り等）
2484 58.1

管理者等が不調者対応に関する相談・報告を行える体制確保（専

門職の配置や外部相談窓口の設置等）
1035 24.2

管理者やリーダー向けのメンタルヘルスや部下対応に関する研修 791 18.5

外部の相談窓口や支援機関に関する情報の周知 534 12.5

その他 33 0.8

特に実施していない 323 7.6
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【「その他」の回答例】 

・表情や態度などから個々に話しかけ、体調等様子を聞きとっている 

・1 on 1 を行っている  ・看護師による相談  など 

 

（4）ラインケアに関して工夫している点や事柄（自由記述） 

【回答例】 

・人事考課シート及び身上申告書は、毎年全職員を対象として実施しており、自身の業務

の振り返りと評価をするとともに、自身の体調・モチベーション・満足度・人間関係等

をチェックしたものを管理者、最終的には理事長まで回議している。 

・新規職員は OJT 担当職員を配置することで相談しやすい体制をつくっている。 

・定期的に職員に対しての面談や社労士による面談を行い、職員のガス抜きや日頃思って

いる事を把握し、解決に向けて話し合っている。 

・担当数、訪問件数を本人に伝え、困難ケースは週ミーティングで共有して一人で抱えな

いようにする。 

・事業所外の管理職とも面談できる場を設けている。  など 
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都道府県/指定都市向け調査 

 

問 1 自治体概要 

 

（1）自治体名、担当部署名 

 回答内容匿名化のため省略 

 

（2）管内に存在する障害児支援を行う事業所数 

 
 

（3）担当部署で実施している研修内容（複数選択） 

 
 

（4）障害児支援に関する研修に関与している職員数 

 

 

N=30 %

いない 6 20.0%

1人 6 20.0%

2人 7 23.3%

3人 5 16.7%

4人 4 13.3%

5人以上 2 6.7%
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問 2 自治体としての障害児支援に関する研修の概要 

 

（1）障害児支援を行う事業所の、人材育成に関する方針等についての、自治体における協

議・検討状況。（単一選択） 

 

 
 

（2）自治体における各種研修の実施形態（それぞれ単一選択） 

 
 

【その他】の研修の具体例 

・強度行動障がい支援者養成研修, 高次脳機能障がい支援者養成研修を直営で実施 

  

会議体として協議・検討の場を設け

ている 14自治体, 45.2%

会議体ではないが協議・検討をおこなっている 7自治体, 22.6%

特に協議・検討はおこなっ

ていない 10自治体, 32.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

直営 委託 一部委託 指定
実施して

いない

サービス管理責任者・児童

発達支援管理責任者研修

N=27

1

(3.7%)

12

(44.4%)

1

(3.7%)

8

(29.6%)

5

(18.5%)

相談支援従事者研修

N=26

3

(11.5%)

10

(38.5%)

3

(11.5%)

4

(15.4%)

6

(23.1%)

専門コース別研修

（障害児支援）

N=27

2

(7.4%)

11

(40.7%)

1

(3.7%)

3

(11.1%)

10

(37.0%)

専門コース別研修

（意思決定支援）

N=25

2

(8.0%)

10

(40.0%)

2

(8.0%)

2

(8.0%)

9

(36.0%)

独自の障害児支援

に関する研修

N=23

7

(30.4%)

4

(17.4%)

2

(8.7%)

0

(0%)

10

(43.5%)

独自の障害福祉

に関する研修

N=22

4

(18.2%)

3

(13.6%)

0

(0%)

0

(0%)

15

(68.2%)

独自の虐待防止等

に関する研修

N=24

4

(16.7%)

6

(25.0%)

1

(4.2%)

0

(0%)

13

(54.2%)
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問 3 自治体研修に関する検討委員会 

 

（1）法定研修以外の研修に関する検討委員会の開催状況（単一選択） 

 
 

（2）検討委員会等の構成メンバー（複数選択） 

 
【その他】の具体例：障がい者基幹相談支援センター 

 

（3）検討委員会等の開催頻度（単一選択） 

 
 

  

N=30 %

定期的に開催 1 3.3%

不定期で開催 3 10.0%

会議体ではなく、庁内の

担当課・者レベルで検討
5 16.7%

検討のための場は設けていない 21 70.0%

N=9

都道府県の障害児支援担当課職員　　　 6

教育委員会関係者 1

管内市町村職員　　　 3

障害児支援従事者 3

障害児支援以外の福祉従事者 1

医療機関の職員　　　 0

当事者・家族会関係者 0

大学・研究機関等の有識者　　 0

委託先又は指定先となる研修事業者 6

その他 1

N=9

年に1回程度　　　 3

半年に1回（年に2回）程度 1

4か月に1回（年に3回）程度　　　 1

3か月に1回（年に4回）程度 0

2か月に1回程度（年に6回）程度　　　 0

1か月に1回以上 0

不定期（必要な時） 4
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（4）検討委員会等の主な役割（複数選択） 

 
 

 

問 4 自治体における研修実施上の工夫等 

 

（1）研修の企画、運営、実施に関するマニュアルや手引き等の作成状況（単一選択） 

 
※マニュアルを唯一作成しているのは滋賀県 

 

（2）研修における講師確保の手段（複数選択） 

 
 

【その他の手段】の具体例： 

・委託事業者が選定している（療育支援事業、地域発達支援事業所等サポート事業） 

・公民連携により民間企業の紹介により決定（障がい児支援体制充実セミナー）" 

・国が実施する研修の講師へ依頼     ・講師からの紹介 

・他の事業で協力してもらっている専門職に依頼   など 

N=9

研修のテーマ・内容の検討　　　 8

前回研修の評価・振り返り　　　 7

講師の選定　　　 6

研修の事前・事後課題についての検討 4

受講対象者の検討　　　 4

受講者募集方法の検討 3

講師の養成　　　 1

その他 1

N=31

作成している 1

作成していない 30

N=31 %

地域で実際に障害児支援の分野で

活躍している人から選定
18 58.1%

既存の他の研修で既に講師を

担っている人材から選定
12 38.7%

学識者等の有識者に講師就任を依頼　　　 10 32.3%

庁内の職員から講師を選定 9 29.0%

都道府県等で行う研修の受講者から適任者を選定 7 22.6%

障害児支援等の事業者団体に講師の派遣、

または講師候補者の推薦を依頼
6 19.4%

専門職団体に講師の派遣、または

講師候補者の推薦を依頼
3 9.7%

その他の手段　 9 29.0%

研修を実施していない 4 12.9%
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（3）自治体における研修での講師候補者向け研修の実施形式（複数選択） 

 
 

【その他】の具体例： 

・初年度はサブ講師として、ベテラン講師と組んでグループのファシリテーターを担当いた

だいている。 

 

（4）研修企画に際して法人・事業所や当事者の要望や意見を把握する仕組み（単一選択） 

 
 

（5）研修の実施及び研修内容の周知方法（複数選択） 

 
 

（6）自治体で実施する研修における事前の取組の提出方法（単一選択） 

 

 

 

 

 

  

N=27

講師候補者全員に対して

研修を実施している
1

新たな講師候補者に対して

研修を実施している（=未受講者のみ）
2

講師候補者を対象とした、

マニュアル等を作成している
1

講師候補者に対する

説明会を実施している
1

その他 2

講師候補者に対する研修等は

実施していない
24

研修において講師を活用していない 1

N=30
把握の

仕組あり
%

法人・事業所の要望や意見 12 40.0%

当事者の要望や意見 3 10.0%

N=29 %

管内の法人・事業所に対して直接周知 21 72.4%

自治体HPへの掲載　　　 20 69.0%

市区町村に周知を依頼 15 51.7%

研修実施を委託している団体・機関への周知依頼 12 41.4%

チラシ・パンフレット等の作成と配布 8 27.6%

研修に関する周知は特に行っていない 4 13.8%
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（7）自治体で実施する研修における、理解度や定着度の確認、振り返りの取組（複数選択） 

 
 

【その他】の具体例： 

・コンサルテーションという形で年間を通じて訪問等により変化を確認（地域発達支援事業

所等サポート事業）   など 

 

問 5 自治体で実施している研修における演習 

※問 5 では、それぞれの設問において最も自治体として力を入れているものについて回答

を求めている。 

 

（1）自治体が実施している研修における演習（グループワーク等）実施状況（単一選択） 

 
 

（2）自治体で実施している研修で、特に力を入れている研修（単一選択） 

 
 

（3）演習の形式（単一選択） 

 

N=29 %

研修終了時の参加者アンケート 24 82.8%

振り返りシート・レポートの提出 9 31.0%

演習中・演習後の発言内容や議論の深まりの確認 9 31.0%

研修後の行動変化・取組状況の把握（自己申告等） 2 6.9%

上司・所属先からのフィードバックの収集 0 0%

特に行っていない 4 13.8%

その他 2 6.9%

N=31 %

おこなっている 26 83.9%

おこなっていない 5 16.1%

N=26 %

対面のみ 12 46.2%

オンラインのみ 1 3.8%

ハイブリッド 0 0.0%

研修によって

形式を変えている
13 50.0%
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（4）演習内容の決め方（複数選択） 

 
 

【その他】の具体例： 

・国の指導察養成研修での内容を反映し、委託先のコアメンバーを中心に検討を行っている 

・国の標準カリキュラムを基に決定している 

・委託事業者が決定している（療育支援事業） 

 

（5）演習におけるファシリテート担当者（複数選択） 

 
 

  

N=26 %

外部講師・有識者と協議して決定している 14 53.8%

過去の研修の振り返りや改善点を

踏まえて決定している
14 53.8%

参加者のニーズ（アンケート等）を

参考にしている
11 42.3%

自治体の研修担当部署で決定している 8 30.8%

自治体の研修に関する検討委員会等で

検討・決定している
7 26.9%

障害児支援の制度・運営・支援の考え方を

示した国の通知等を参考にしている
7 26.9%

発達支援センター等の専門機関が

中心となって設計している
4 15.4%

毎年同じ内容で実施している 4 15.4%

その他 3 11.5%

N=26 %

実務者

（障害児支援事業所の職員・管理者等）
18 69.2%

地域の専門機関職員

（発達支援センター、相談支援機関等）
16 61.5%

外部の専門家・講師

（大学教員・研究者、研修講師等）
14 53.8%

自治体職員 5 19.2%

関係事業者団体 3 11.5%

当事者家族や親の会団体等 1 3.8%

当事者や当事者団体 0 0%

その他 0 0%
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（6）自治体研修における演習で、工夫している点や上手くいっていると感じている点（自

由記述） 

・演習講師と地域実習を行う者を可能な限り同一とし、研修当日の演習と、地域での実習

や課題等の内容の連動性を高めることで研修効果を高める工夫をしている。 

・各グループの演習状況を確認、休憩時にファシリテーターと打合せを実施するなどし、

進捗状況を確認。演習の狙いへ到達できるよう、適宜効果的なアプローチを行う（講師

から説明を入れる、ロールプレイを取り入れる等）。 

・ファシリテーターは、経験や圏域などを考慮することで、ファシリテーター自身が関わ

りやすいよう配置している。 

・１年目に基礎講座を受講した受講生のみが受講できる応用講座では、１年間をかけて各

職場での実践をレポートにまとめてもらう。研修終盤のグループワークでは、障害児支

援に携わる様々な機関に所属している受講生が１つのグループとなり、交流しながら課

題を検討しあうことで、より幅広い視点と学びを深めていると感じられる。 

・前年度のアンケートを参照し、参加者のニーズに応えられるよう研修内容を検討してい

る。 

・演習前に講師・ファシリテーターと事前打ち合わせを行い、受講生とのかかわりで工夫

している点等をベテランのファシリテーターから共有いただいている。（サービス管理

責任者・児童発達支援管理責任者研修）（相談支援従事者研修） 

・演習内容の理解が難しい受講生には、ファシリテーターが早めに介入するようにしてい

る。（サービス管理責任者・児童発達支援管理責任者研修）（相談支援従事者研修） 

・グループワークで参加者同士の意見交換を実施している。 

・当市の研修は、自立支援協議会や基幹相談支援センター、発達障害者支援センターが検

討を重ねながら実施している。研修のみの検討を行っている場として、設置している会

議体ではないが、地域の課題や現状に沿った内容で研修を実施している。 

・各グループでの演習が円滑に進むよう、事前にファシリテーター向けの研修を行ってい

る点。 

・事業所間の横のつながりが作れるよう、可能な限り所在地の近い事業所どうしのグルー

プをつくり、グループワークを実施。 

・集合研修にすると負担が大きいため、オンラインでの演習を行っている。グーグルドラ

イブを活用して、グループ全員が１つの演習シートを作成していけるよう工夫してい

る。オンライン研修の経験が蓄積されてきており、特段不都合は発生していない。 
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問 6 自治体における研修に関する振り返り等 

 

自治体で実施している研修の企画・運営・実施に関する振り返りや評価の方法（複数選択） 

 
 

【その他】の具体例： 

・自立支援協議会の場を用いて各市町村と実施結果や研修実施における課題等の共有を行

っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

N=30 %

研修内容や運営に関するアンケートや意見聴取を

事業所や参加者から回収している
25 83.3%

研修終了後に、職員や関係者で

振り返り会議を開催している
20 66.7%

研修の成果・達成度の評価（事前・事後

アンケート、理解度テストなど）を実施している
7 23.3%

研修内容や運営方法の改善点を文書化し、

次回研修の設計に反映している
7 23.3%

外部講師や関係団体からのフィードバックを

受けて振り返りを行っている
2 6.7%

研修計画やマニュアル、記録様式等の

見直しを行っている
2 6.7%

特に体系的な振り返りや評価は行っていない　　　　 3 10.0%

その他 3 10.0%
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※本手引きは、令和７年度 子ども・子育て支援等推進調査研究事業「障害児支援における研修の効果的

な実施等に係る調査研究」で原案を作成したものです。 
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1

2



１ はじめて本ガイドブックを手にしたとき 

【導入編】 

１ はじめて本ガイドブックを手にしたとき 

【導入編】 

3

4



5

6



【身につけたい要素】

7

8



２ 基礎・実践研修（Ⅰ）をはじめる前に 

【研修実施に向けた準備編】 

２ 基礎・実践研修（Ⅰ）をはじめる前に 

【研修実施に向けた準備編】 

9

10



2-1. 共通編

11

12



学びのサイクル

常に「振り返る」ことが大切です!







13

14



2-2. 受講者編

15

16



17

18



2-３. 上司・先輩職員編

職員が安心して成⾧できる上司や先輩職員の関わり方のポイント

19

20



21

22



23

24



•

•

•
•

•

•

個を尊重する

尊厳を守る（まず、聴く）










主体性を尊重する（異なる考え方を肯定）










25

26



対話を深める
人格ではなく行動に焦点を当てる










対話を通じて気づきを深める








場を育む
全員で学び合い、支え合う立場として参加する










安全で安心できる場を全員でつくる












27
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３ 基礎・実践研修（Ⅰ） 受講ＳＴＡＲＴ 

【研修の具体的な進め方編】 

３ 基礎・実践研修（Ⅰ） 受講ＳＴＡＲＴ 

【研修の具体的な進め方編】 

29

30



今は「できる・できない」ではなくて、その
子らしく生きていけるようにと先輩から聞い
ている。

なので、その子のやりたいことを聴きながら
関わっている。

何がインクルージョンなのかよくわからない。

近所の学校の学園祭にこどもたちと行ったけ
れど、うちのこどもたちは居心地が悪そうだ
った。

31

32



•

•

•

•

「我々のことを、我々抜きで勝手に決めるな」という
当事者主体の言葉がとても胸に刺さりました。

大人の基準で「この子にはこれが良いだろう」と勝手に
決めて、考えてしまっていたかもしれないです。

素直な気づきですね！「良かれと思って先回りしてしまう」と
いうところから「本人はどうしたいのか？」に立ち返れたこと
が素晴らしいですね。

いわゆる人権モデルについても今後深めていきましょう。

障害は本人の特性ではなく、環境との「相互作用」の結果で
あるというICFの視点を持ち、環境の工夫を探すこと

こどもを「守る」だけでなく、本人の意思や「やりたい」という
気持ちを尊重すること

目の前のこどもだけでなく、ご家族の想いに寄り添い、孤立さ
せないサポートも私たちの重要な役割であること

支援に入る前に一呼吸おいて、まずはこども自身に「どうし
たい？」「どれを選ぶ？」と意思を確認する声かけをします。

実際に支援をしてみて、こどもの意図を聴きながら、一緒
に次の行動を考えられるようになった
気がします。

こどもの気持ちを聴きながら関わるのは、今後も続けたい。

言葉がない子の気持ちをもっと汲み取れるようになりたい
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


























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

















４ 基礎・実践研修（Ⅱ）をはじめる前 

【つぎの学びへの準備編】 

４ 基礎・実践研修（Ⅱ）をはじめる前 

【つぎの学びへの準備編】 
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５ 基礎・実践研修（Ⅱ） 受講START 

【より学びを深めるための具体的進め方編】 

５ 基礎・実践研修（Ⅱ） 受講START 

【より学びを深めるための具体的進め方編】 
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



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





■事例提供理由: → 振り返り①
■事例提供理由に変更があれば記入:

①情報収集 → ②-1 ストレングスの共有（ふせんを貼付）
ジェノグラムと基本情報、性格、能力、趣味特技、本人の思い・希望・・・

②-2 課題の焦点化
事例提供者から見た課題:○○○○○○○○○
参加者から見た事例の課題:○○○○○○
③手立ての検討（大小問わず、アイデアベースでどんどん出そう!）

本人の生活史（タイムライン）と特徴的なエピソード

過去 現在 未来
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

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